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１. 調査研究の背景と目的 
 
第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、「生涯活躍のまち」

については、「誰もが居場所と役割を持つコミュニティづくり」を推進する施
策として位置付けられ、「都市部との人材循環を通じたコミュニティへのひと
の流れづくり」を推進することとされている。 
  これを踏まえ、都市部の多様なノウハウを持つ人材を、全国の「生涯活躍の
まち」に循環させるスキームの確立を図ることで、「交流・居場所」、「活躍・
しごと」、「住まい」、「健康」といった、「生涯活躍のまち」に求められる機能
を実現するなどの「地域課題」解決に貢献させる必要があると考えられる。 
 よって、新たな全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」の地域課題の解決と
安定的な事業基盤の確立のため、企業と地域の「マッチング手法」や「プラッ
トフォームのあり方」について調査・研究し、今後取組を開始する地方公共団
体等に対し、広く周知を図ることを本調査研究の目的とする。 
 

 

  出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「生涯活躍のまち」HP 
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２. 調査研究の概要 
  
（１）調査研究の流れ 
本調査研究では、「生涯活躍のまち」の各機能に着目した地域課題の収集・

分析のため、自治体地方公共団体に対するアンケート調査、及び、電話・web
会議システム等でのヒアリングを行った。その際、内閣官房まち・ひと・しご
と創生本部事務局による「『生涯活躍のまち』の推進に関する意向調査」（令和
２年２月。以下「意向調査」という。）の結果を整理し、ヒアリングの基礎と
した。 
また、地域課題の解決に繋がる企業の取組の収集・分析のため、民間企業に

対するヒアリング、及び、アンケート調査を行った。併せて、企業の取組につ
いて、インターネット等の公知情報を収集、整理した。 
それらを踏まえ、地域課題解決に向けた企業と地域の試行的なマッチングと

して、集合型であるマッチングミーティング、及び、個別マッチングに向けた
調整（個別型）を行い、マッチングした地方公共団体への現地調査及びヒアリ
ング（フィールドワーク）を、当該地方公共団体とマッチングした企業と共に
実施した。 
それぞれの詳細については、第３章を参照されたい。 
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（２）調査研究の視点 
 地域課題解決のための取組として、都市部の多様なノウハウを持つ人材が、
個人の動機に基づいて地域課題解決に取り組む活動や、そのマッチングを促す
仕組み等については、従来から多くの例がある。 
 
 
 
 
 
 
「都市部との人材循環を通じたコミュニティへのひとの流れづくり」の実現

に向け、大きな流れとしていくためには、企業が組織として人材（社員）を地
域に送り出す動きの創出が有効であると考えられる。 
そこで本調査研究は、地方公共団体における「地域課題」と企業人材が持つ

「ノウハウ」の視点に加え、企業が組織として取り組むための動機となる「企
業メリット」の視点をもって実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

地域課題 

（地方公共団

体） 

ノウハウ 

（都市部の人材） 

地域課題 

（地方公共団

体） 

ノウハウ 

（企業人材） 

企業メリット 

（企業） 
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（３）研究会の開催 
本調査研究の目的（第１章）を踏まえ、以下の事項を検討課題とする研究会

を立ち上げた。 
 
ａ 各機能に着目した地域課題の収集・分析 
ｂ 地域課題の解決に繋がる企業の取組の収集・分析 
ｃ 地域課題解決に向けた企業と地域の試行的なマッチング 
ｄ 企業と地域課題をマッチングするためのプラットフォームのあり方 
ｅ その他検討に当たって必要な事項 

 
研究会は、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が指定する以下の委

員により構成した。 
 
氏名 所属・役職 
五十嵐 智嘉子  一般社団法人北海道総合研究調査会 

 理事長  
梶原 優樹  豊田通商株式会社 総務部 社会貢献室 

 室長 
椎葉 信行  ＹＫＫ株式会社 キャリア支援室 

 室長 
竹中 貢  北海道上士幌町 

 町長 
服部 英輔 株式会社パソナ キャリア支援事業本部 

プロジェクト戦略部 
 部長 

松田 智生  株式会社三菱総合研究所 プラチナ社会センター  
 主席研究員 チーフプロデューサー 

山口 哲央  山梨県都留市 産業建設部 
 部長 
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研究会は 4 回開催し、それぞれの開催概要は、以下のとおりである。 
 
開催日時 検討内容 
第 1 回 
令和２年 
6 月 19 日 

・新たな全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」と本研
究会について 

・調査研究事業説明 
※「新たな全世代・全員活躍型『生涯活躍のまち』の官
民連携による事業モデルの構築に関する調査研究」研
究会との合同開催 

第 2 回 
令和２年 
9 月 4 日 

・地方公共団体に対するアンケート調査結果について 
・民間企業ヒアリングの概況について 
・民間企業に対するアンケート調査結果について 
・「マッチングミーティング」の概要について 

第 3 回 
令和２年 
10 月 28 日 

・「各機能に着目した地域課題」及び「地域課題の解決に
つながる企業の取組」等について 

・「マッチングミーティング」の概況について 
・「現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）」につ
いて 

第 4 回 
令和３年 
2 月 12 日 

・「現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）」の結
果について 

・「マッチング手法」や「プラットフォームのあり方」等
について 

・「シンポジウム」の開催及び報告書（案）について 
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３． 調査研究の内容 
 
（１）各機能に着目した地域課題の収集・分析 
 「生涯活躍のまち」に求められる４つの機能（「交流・居場所」、「活躍・し
ごと」、「住まい」、「健康」）に着目した地域課題の収集・分析を行うため、地
方公共団体に対するアンケート調査、及び、ヒアリングを実施した。 
 アンケート調査は簡易なものとし、都市部の人材との連携意向と、本調査研
究事業における「試行的マッチング」への参加意向の把握を目的として行っ
た。 
ヒアリングは、アンケート調査において「試行的マッチング」への参加意向

を示した全 15 地方公共団体を対象に実施した。各機能に着目したヒアリング
を円滑に進めるため、意向調査の結果から、各機能に関連する取組について、
回答の内容を整理し、それを踏まえてヒアリングした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

都市部の人材との 

連携意向 

「試行的マッチング」 

への参加意向 

地域課題等について 

ヒアリング 

各機能に関連する 

取組の整理 

①アンケート調査 ②各機能に関連する取組に着目した地域課題の整理 
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➀地方公共団体に対するアンケート調査 
調査概要は以下のとおりである。 

 

実施期間 令和２年８月７日（金）～８月 28 日（金） 

調査対象 意向調査において「推進意向あり」と回答した地方公共団体 

調査方法 地方創生・「生涯活躍のまち」の担当者に調査票をメール送付 

送付数 ３４９ 

回収数 １７２（回収率 49％）  

 
アンケート調査の結果は、以下のとおりであった。 

 
○新たな全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」を推進し、地域課題を解決す
るためには、「都市部と連携した人の流れづくり」が必要だと思うか。 

 
 

 回答数 割合 

①  必要だと思う １３４ ７８％ 

②  必要だと思わない ４ ２％ 

③  わからない ３４ ２０％ 
 

計 １７２ １００％ 
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○本調査研究で行う予定である、都市部の民間企業人材を地域で受け入れる試
行的なマッチングに関心があるか。 

 
 

 回答数 割合 

①  参加してみたい １５ ９％ 

②  詳しい内容を聞きたい ７６ ４４％ 

③  現時点ではあまり関心がない ８１ ４７％ 
 

計 １７２ １００％ 

 
 

1 つ目の質問について、８割が、新たな全世代・全員活躍型「生涯活躍のま
ち」を推進し、地域課題を解決するためには、「都市部と連携した人の流れづ
くり」が必要だと回答しており、都市部の人材との連携に対する、地方公共団
体側のニーズの高さが窺われる。 
２つ目の質問は、本調査研究事業における「試行的マッチング」への参加意

向を聞くものであるが、「参加してみたい」との回答は 15 団体（９％）、「詳し
い内容を聞きたい」との回答が 76 団体（44％）あり、合わせて半数を超え
た。 
「参加してみたい」と回答した地方公共団体に対しては、メールや電話、

web 会議システムにより、地域課題についてのヒアリング（次項）を行った。 
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➁各機能に関連する取組に着目した地域課題の整理 
意向調査の結果から、「生涯活躍のまち」に求められる４つの機能（「交流・

居場所」、「活躍・しごと」、「住まい」、「健康」）に関連する取組について、回
答の内容を整理した。 
その上で、各機能に関連する取組に係る課題について、前項に記載したアン

ケート調査において「試行的マッチング」への参加意向を示した地方公共団体
に対するヒアリングを行った。 
ヒアリングの調査概要は以下のとおりである。 
 

実施期間 令和２年８月 21 日（金）～９月 25 日（金） 

調査対象 
アンケート調査（前項）において「試行的マッチング」への
参加意向を示した 15 地方公共団体 

調査方法 電話・web 会議システムによるヒアリング 

 
意向調査で回答された取組と、ヒアリングで出された課題について、以下の

とおり整理した。 
 
 

a.交流・居場所 
【取組】 
〇対象は、全世代、子育て世代、若者、就業者、外部人材等と、多様である。 
〇設置場所としては、学校や古民家、駅前施設等の既存施設の活用及び、サ高
住等の新たに整備された施設の活用や併設がなされている。 

〇運営主体は、町会や学校、NPO 等の組織の他、地元の学生等の個人又はグ
ループの場合がある。 

 
 
 
視点 具体例 
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① 対象 （全世代） 
・コミュニティレストラン、コミュニティカフェの設置によ
る子どもから高齢者まで集える場づくり 

・全世代を対象としたサロン設置による居場所づくり 
（若者） 
・若者の居場所、交流拠点設置による地域活力の創出 
（子育て世代） 
・子育て支援施設や学童保育施設を併設による、子育てを中
心とした世代間交流の促進 

・子育て世代や学生向けの住まいの整備（安価な家賃の代わ
りにコミュニティ活動への参加などの工夫） 

（高齢者） 
・高齢者の生きがい・健康づくりの活動を通じた交流の促進 
（就業者、外部人材） 
・サテライトオフィス機能を有している複合的な拠点による
外部人材との交流 

・移住する前からコミュニティに溶け込んで活躍できる場の
設置 

・まちの魅力発信・交流人口へのアプローチの拠点設置によ
る人の流れの創出 

・チャレンジ支援、農業ふるさとワーキングホリデーの推進
による関係人口の拡大・地元へのファンの組織化・ネット
ワーク強化 

② 場所 ・コミュニティレストラン、コミュニティカフェの設置によ
る子どもから高齢者まで集える場づくり（再掲） 

・全世代を対象としたサロン設置による居場所づくり（再
掲） 
・小規模多機能やサ高住に併設 
・小中学校などの空き校舎の活用 
・駅前施設の活用 
・古民家の活用 
・地区ごとのコミュニティ会館の活用 
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・子育て世代や学生向けの住まいの整備（安価な家賃の代わ
りにコミュニティ活動への参加などの工夫）（再掲） 

③ 運営主体
等 

・町会や NPO 法人と連携し、住民自ら運営に参加 
・地元高校生など若者が参加できる活動体制 
・大学と組んで大学生や企業が中心となった運営 
・小学校を中心としたスクールコミュニティの取組 
・NPO どうしの交流促進 
・住民ワークショップのプロセスを経た運営組織の立上げと
運営費の財政支援 

④ 他機能と
の連携等 

・フィットネスクラブを活用した文化・スポーツ活動による
健康づくりの場の創出 
・高齢者の生きがい・健康づくり（再掲） 
・交流拠点としてスポーツ・ヘルスツーリズムの推進 
・コミュニティが行う買い物支援等への補助 

 
【課題】 
①場所に関する課題 
・拠点となる場所をどのように選定すればよいか 
・整備費や改修費の財源がなかなか確保できない 
②運営主体等に関する課題 
・事業実施主体の選定及び運営体制の確立が難しい 
・事業実施主体と行政のビジョンの共有及び役割分担の整理ができにくい 
・住民ニーズを酌み、継続的運営が可能な事業計画を策定するためのノウハ
ウが足りない 

・利用する住民を巻き込み、稼働を上げるためのよい方策が分からない 
・住民ニーズのある非収益事業を実施するための財源確保が難しい 

 
b.活躍・しごと 
【取組】 
〇対象は、住民全体や女性、高齢者、就業者、外部人材等と、多様である。   
○場所としては、交流拠点の活用や、サテライトオフィスやコワーキングスペ
ースの整備等がなされている。 
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〇他機能・他分野との連携として、健康づくり、農業（６次化を含む）、アウ
トドアツーリズム等と連携した取組もある。 
視点 具体例 
① 対象 （住民全体） 

・就労、社会参加、生涯学習、スポーツなどの分野を横
断して、あらゆる地域住民が活躍できる仕組みづくり 

・シェアリングエコノミーの推進 
・住民組織による生活支援サービスの有償ボランティア
化 

・障がいのあるなしにかかわらない適切な仕事とのマッ
チング支援 

・「○○塾」による専門講座、起業講座と起業支援 
（女性） 
・女性をターゲットとしたコワーキングスペース創出 
（高齢者） 
・生きがい就労・有償ボランティア（育児サポート、農
業など） 

・シニアマイスター、生きがいワーカーの実施 
・シニア版インターンシップ 
（就業者、外部人材） 
・ビジネスコンテスト 
・ローカルベンチャー育成 
・テレワークや「まちなかオフィス」に向けた ICT 整備 
・サテライトオフィス・ワーケーションの推進による新
たな地域産業の創出 

・首都圏企業への周知活動 
② 場所 ・交流拠点に生涯学習拠点や就労支援窓口の設置 

・テレワークや「まちなかオフィス」に向けた ICT 整備
（再掲） 

・サテライトオフィス・ワーケーションの推進による新
たな地域産業の創出（再掲） 
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③ 運営主体等 ・シルバー人材センターや商工会等と連携した中高年齢
者の一般就労等を支援 

・市内企業と連携した仕事見学や体験を通じたシニアの
就労支援 

・地域住民等で設立した一般社団法人において、簡単な
パソコン作業や草刈りといった地域の困りごとをとり
まとめ、子育て中の若年層や高齢者に担って頂く取組 

④ 他機能・他
分野との連携
等 

・アウトドアツーリズムやヘルスツーリズムのガイド育
成 

・健康増進プログラムを組むパーソナルトレーナー養成 
・農林水産業の 6 次化を通じた高付加価値企業の立ち上
げ 

 
【課題】 
①対象に関する課題 
・あらゆる世代の多様な人々にとって「生きがい」や「やりがい」のある活
動を実施するための仕組みづくりをどのように行えばよいか 

・高齢者や障がい者等の活動をサポートする人材や組織の確保が難しい 
・地域外人材に対するアプローチ方法が分からない 
②運営主体等に関する課題 
・事業実施主体の選定及び運営体制の確立が難しい 
・事業実施主体と行政のビジョンの共有及び役割分担の整理ができにくい 
 
・行政内部の連携体制や情報共有の仕組みが作りにくい 
・市町村内の地域団体、民間事業者との連携体制や情報共有の仕組みがうま
く作れない 

・活動を通じて地域の中でお金が循環する仕組みづくりがうまくできない 
 
ｃ.住まい 
【取組】 
〇対象は、多世代、高齢者、移住者等と、多様である。 
○場所については、既存施設の活用が見られる。 
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〇他機能との連携等として、地域活動やボランティア活動、生きがいづくりと
連携した取組や、ワークインレジデンス、起業希望者向けの住まいと拠点な
ど「仕事と住まい」をセットで取り組んでいるものもある。 

 
 
視点 具体例 
① 対象 （多世代） 

・3 世代同居・近居の住み替え支援 
・地域コミュニティによる互助の仕組みと高齢者や子育
て世帯住宅の整備 

・3 世代ふれあい家族住宅取得支援 
・医療・福祉系大学生の地域内居住を促進、及び地域ケ
アの取組との連動 

・地域活動やボランティア活動の条件付き家賃補助制度 
・プライバシーと共同生活のバランスある住まい 
 
（高齢者） 
・高齢者向け住宅と生活利便施設の整備 
・社会貢献、生きがいづくりができる高齢者住宅 
 
（移住者等） 
・ワンストップの移住相窓口、移住支援員の配置 
・ワークインレジデンス 
・起業、移住支援しごと拠点整備（仕事場と住まい） 
・お試し居住・ゲストハウスと移住体験ツアー 
・空き家物件リフォーム支援 

② 場所 ・中古住宅・空き家、廃校舎の活用 
・サブリース方式の導入 
・公営住宅の活用 
・UR との連携 

③ 運営主体等 ・コミュニティ団体による各種のまちづくり協議会の設
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  立（見守り、子育て支援、空き家対策など） 
④ 他機能との連
携等 

・地域活動やボランティア活動の条件付き家賃補助制度
（再掲） 

・社会貢献、生きがいづくりができる高齢者住宅（再
掲） 

・ワークインレジデンス（再掲） 
・起業、移住支援しごと拠点整備（仕事場と住まい）（再
掲） 

 
【課題】 
①対象に関する課題 
・住宅ニーズ及び地域課題に関する現状把握をどうしたらよいか 
・住宅ニーズ及び地域課題を踏まえたターゲットの選定が難しい 
・ターゲットに訴求するための仕掛けづくりのやり方が分からない 
②場所に関する課題 
・住まいを確保するに当たり活用可能な行政支援策を把握したい 
・公共施設等を利活用する際に、施設目的外使用に関する制約がある 
・空き家等を利活用する際に、建築要件に関する制約がある③運営主体等に
関する課題 
・居住者と地域コミュニティを結びつけるコーディネーターの配置が必要で
ある 

・新たな居住者を温かく迎え入れるための意識づくりが求められる 
 
④他機能との連携等に関する課題 
・ライフステージに応じた生活利便性をどう確保すべきか 
・地域におけるケア体制の整備が必要である 
・居住者の経済基盤の確保が求められる 
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ｄ.健康 
【取組】 
〇対象は、多世代、中年、高齢者と多様である。 
○運営主体等について、他機関との連携が見られ、それが他機能・他分野との
連携等につながっている。 

 
視点 具体例 
① 対象 （住民全体） 

・インセンティブとして健康ポイント制度
（健康マイレージも含む）の採用 

（多世代） 
・多世代フィットネス 
・子どもの木育を足掛かりとした多世代交流
と活躍の場の創出 

（中年） 
・生活習慣病対策 
（高齢者） 
・ふれあいサロンやごちゃまぜサロンへの参
加自体が健康づくりにつながる 

・介護予防・フレイル対策 
・リハビリテーション 

② 運営主体等 ・大学と連携した「学びの場」づくりにより
頭の健康 

・商店街と連携した健康診断やスポーツ大会
など 

・プロスポーツチームによる楽しむ健康教室 
・健康指導員やスポーツ指導人材の確保育成 
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【課題】 
①運営主体等に関する課題 
・健康指導やスポーツ指導等を行う事業主体とサロンや見守り活動等を行う
地域団体とのマッチングが難しい 

・ビジネスモデルを構築できる人材や組織の確保育成を行う必要がある 
②その他（取組内容等に関する課題） 
・「運動×〇〇」の効果に関するエビデンスが不足している 
・類似するインセンティブ制度の統合・共通プラットフォーム化が、必要で
ある 

・インセンティブ制度の利便性向上につながるＡＩ、ＩｏＴ等の未来技術の
導入が求められる 

・利用者にとって魅力的なインセンティブ内容を検討する必要がある 
 
以上のような、各機能に着目した課題に加え、地方公共団体からは、機能の

統合を図りつつ、コミュニティを持続させるために必要な仕組みの構築や、マ
ネジメント力の向上も、課題として挙げられた。 
「生涯活躍のまち」の事業の推進に当たって、短期的な視点で機能別に対応

するのではなく、中長期的な視点で各機能を意識し、連携させながらコミュニ
ティ全体の魅力の向上を図る必要があることは、「生涯活躍のまち」に係るこ
れまでの調査研究結果や、「『生涯活躍のまち』づくりに関するガイドライン」
からも明らかである。 
すなわち、「生涯活躍のまち」は、求められる４つの機能があり、同時に、

③ 他機能・他分野との連
携等 

・大学と連携した「学びの場」づくりにより
頭の健康（再掲） 

・商店街と連携した健康診断やスポーツ大会
など（再掲） 

 
・介護検診クラウドシステムと連動した健康
増進 

・公園や遊歩道の整備、散歩マップの作成な
どにより歩きたくなるまちづくり 
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機能の複合化が求められる、総合的なまちづくりであるため、地方公共団体に
おいては、個々の機能に対する課題から、縦割りの克服といった、機能の複合
化・統合化に関する課題まで幅広い課題が認識されている。 

 
地方公共団体からは、地方公共団体民間企業との連携により、以下のような

ことが実現でき、課題解決につながるのではないか、という期待が聞かれた。 
 
１）技術やノウハウ等の専門性の提供による事業実施 
２）より多くの住民の利用・参加 
３）効率的で持続的な事業運営 
４）外部の視点や異なる発想の導入 
 
この中で、１）については、従来から行ってきた業務委託等の手法が想定さ

れていたが、２）～４）については、企業に対して施策や事業を企画・検討す
る段階から参画を求め、民間の発想や手法、知見等を活用することが、希望さ
れていた。 
一方で、企画・検討段階からの企業との協働は、これまで経験がない、ある

いは、挑戦したが、収益性等の企業側の事情により、実現しなかった、長続き
しなかった、という地方公共団体もあり、その克服を目指す必要がある。 
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（２）地域課題の解決に繋がる企業の取組の収集・分析 
 地域課題の解決に繋がる企業の取組の収集・分析を行うため、民間企業に対
するヒアリング、アンケート調査、及び、文献調査を実施した。 
実施に当たっては、前章第２節で述べたとおり、企業人材が持つ「ノウハ

ウ」の視点に加え、企業が組織として取り組むための動機となる「企業メリッ
ト」の視点をもって実施した。 
「ノウハウ」の視点からは、企業の取組の現状を調査した。 
「企業メリット」の視点からは、ヒアリングにおいて、地域との関わり等に

関する意見やニーズを聞き取り、そこから得られた仮説を、アンケート調査に
よって検証した。また、企業の取組の現状についても調査した。 
なお、企業が組織として人材（社員）を地域に送り出す動きを創出するため

には、人事・人材に関する、企業としての戦略や制度に位置付けられる必要が
あると考えられることから、ヒアリング、及び、アンケート調査については、
人事・人材に関する部署・責任者等を主な対象とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

地域課題の解決に 

繋がる企業の取組 

地域との関わり等に 

関する意見やニーズ 

（仮説構築） 

地域との連携に関する

仮説の検証 

①ヒアリング 

②アンケート調査 

地域との関わり等に 

関する取組の現状 

「ノウハウ」

の視点 

「企業メリット」

の視点 

②アンケート調査 

③文献調査 

①ヒアリング 

地域課題の解決に 

繋がる企業の取組 

③文献調査 
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➀民間企業に対するヒアリング 
都市部の大手民間企業を主な対象として、地域との関わり等に関する取組の

現状、及び、意見やニーズについて、ヒアリングを実施した。 
調査概要は以下のとおりである。 

 

実施期間 令和２年 6 月 19 日（金）～10 月 29 日（金） 

調査対象 主に都市部の大手民間企業 27 社 

調査方法 企業への訪問・web 会議システムによるヒアリング 

調査事項 
〇 地域との関わり等に関する取組の現状 
〇 地域との関わり等に関する意見やニーズ 

 
ヒアリング調査の結果は、以下のとおりであった。 
 

 業種等 取組の現状 意見やニーズ 

1 
総合商社
Ａ 

・若手や中堅社員の人材
育成の研修制度はある
が､地域をフィールド
にしたものはない。 

・パソナ社が国の受託事
業で実施した「未来の教
室」（岩手県釜石市等で
の地域課題解決プログラ
ム）へ、若手社員が参加
した経験があり、同様の
取組があればぜひとも若
手社員を参加させたい。 

・正式な研修だと社内調整に時
間を要するため、まずは、業
務外の時間（自主参加、兼
業・副業等）で試行的に取り
組むなど、実績を作っていき
たい。 

・自社の社員だけでなく、地域
の多様なステークホルダーと
連携して、地域課題の掘り起
こしや、解決策を検討・提案
していくような、伴走型のプ
ログラムがいいのではない
か。 
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2 
総合人材
サービス 

・首都圏の企業だけでな
く、地方の中小企業に
対しても、求人開拓等
のアプローチを行って
いる。 

・関連会社の社員には、
全国の複数の地域で、
地域現場と関わりなが
ら業務（営業、企画・
管理、製造、開発等）
を行っている社員がた
くさんいる。 

・主にシニア人材の「生きがい
対策」、「社外での活躍の機会
の創出」、「キャリア形成」、
「再雇用先のポストの開拓」
などの観点で、地域や地方公
共団体との人材循環・連携に
ニーズを感じることから、前
向きに検討したい。 

・例えば、文化、観光、新しい
商品やサービスの開発、交流
等の分野で、人材が役立つの
ではないかと考えるが、地域
課題をもっと知れば、まだま
だ分野等は増えると思う。 

3 非鉄金属 

・プロフェッショナル人
材制度（内閣府）を活用
した、地域の中小企業と
の関わりがある。 

・シニア世代のセカンドキャリ
ア支援（地域での活躍、出
向・転籍等）の場や仕組みと
して、地域との人材循環事業
に関心があり、今後の可能性
を感じている。 

・ものづくりの会社なので、例
えば、地域産品の商品化など
“モノ”をべースにした、地域
との関わり方ができると思
う。 

・過去の社員アンケートで、「地
方で働くことに興味がある」
と回答した者が多かった。 
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4 
クレジッ
ト・信販 

・特定の地方公共団体
に、継続的に社員を派
遣していた実績や、地
方企業への出向の実績
がある。 

・地方公共団体債権の督促等の
業務はノウハウがあるので、
条件等が整えば、人材の派遣
等の可能性があるのではない
か。 

5 
情報・ 
通信 

・若手社員の人材育成の
一環で、東北地方の地
方公共団体と、地域の
課題解決等に取り組む
プログラムの実施の実
績がある。 

・若手社員が、地方公共団体等
としっかりと連携した形で、
地域や行政の課題解決等に取
り組む仕組みがあれば、社員
の人材育成にも非常に役立つ
と思う。 

6 百貨店 

・関連地方公共団体のま
ちづくり会社に、社員
が出向していた例があ
る。 

・人材が活かせそうな地域課題
として、例えば、新規商品開
発、商店や行政職員の接遇研
修、地域の顧客づくりや管
理、ふるさと納税の売上向
上、などに興味がある。 

・今後、社内共有を行いなが
ら、前向きに検討していきた
い。 

7 
電気機器
Ａ 

・特になし ・地域の課題解決に、研修の一
環として取り組むのであれ
ば、連携等の可能性があるの
ではないか。 

8 化学 

・特になし ・具体的な連携テーマ等が提示
されれば、今後、検討してい
く余地があるかもしれない。 
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9 鉄鋼 

・特になし ・主にシニア人材で、地方に興
味を持つ者もいるので、中長
期的な視点で、地方公共団体
との意見交換等の機会があれ
ば、参加を検討したい。 

10 繊維 

・特になし ・埋もれているシニア人材の、
キャリア開発や活躍の場とし
て、地域は面白いのではない
か。 

11 精密機器 

・特になし ・地方公共団体と民間企業が参
画する、プラットフォーム・
仕組みがあれば、質の高い情
報共有等の観点でよいのでは
ないか。 

12 住宅 

・特になし ・地域や地方公共団体と民間企
業、双方の利益につながるよ
うな取組であれば、連携でき
る可能性がある。 

13 
電気機器
Ｂ 

・特定の地方公共団体か
ら、地域の人材不足対
策として、社員の紹介
の打診を受けている。 

・地方銀行による人材紹
介と連携しているが、
実績はまだない。 

・介護問題等での U ターン希望
者が社内で増えることを想定
している。 

14 不動産 

・PFI 事業での地方公共
団体との連携の例があ
る。 

・PFI に付随した、にぎわい施
設や子育て施設、飲食施設等
の設置や、当該施設の運営管
理等について、現状では都市
部企業と連携しているが、地
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元事業者・人材の活用ができ
るとよい。 

15 サービス 

・プロフェッショナル人
材制度（内閣府）での
マッチングの例があ
る。 

・地縁のない地域に行くのは難
しいのではないか。 

・事業開発の観点では、連携ま
では考えていない。 

16 
輸送用 
機器 

・昨年度の調査研究事業
における試行事業に参
加し、地域社会に踏み
込む第一歩と感じた。 

・プロフェッショナル人
材制度（内閣府）の、
3 県の拠点と連携して
いるが、実績はまだ出
ていない。 

・多様な地域のニーズがあれ
ば、活動する地域を選ぶのが
楽しいと感じる社員がいるの
ではないか。 

・地域に貢献したい社員はいる
が、紹介するチャネルがない
ので、地域側の情報があると
よい。 

17 事務機器 

・昨年度の調査研究事業
における試行事業に参
加し、非常に良い経験
になった。 

・複数の企業と地方公共団体が
プラットフォームに参加す
る、リビングラボのようなプ
ロジェクトを創出できるとよ
い。 

・人材循環の取組は、人事部署
との調整が課題。 

18 
総合商社
B 

・協業の可能性を探るた
め、現在、地方銀行へ
の出向や、特定の地方
公共団体との人材交流
を実施している。 

・社員が社会課題解決に取り組
み、自身の収入や起業等につ
ながっていく、という形を目
指したい。 

・フルタイムではない関わり方
や、段階的に関わりを深める
手法等、多様な関わり方に可
能性を感じる。 
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19 
鉄道・バ
ス 

・地方公共団体の観光部
門との連携（事業実施
や出向等）の例があ
る。 

・社員を派遣等する場合、人件
費の負担が課題である。 

20 建設 

・特定の地方公共団体と
の連携の中で、地域側
が手伝ってほしい仕
事、福祉、保育、学校
の送迎といった、シニ
ア層による地域貢献を
検討している。 

・危機管理やリスク管理等を担
当した社員が地域で活躍する
姿は、イメージしやすい。 

21 空運 

・特定の地方公共団体
と、ダイバーシティ・
シニア活躍の拠点とし
て、連携協定を締結し
ており、地方公共団体
の外郭団体等への出向
や、その地方公共団体
の商品の首都圏での販
路拡大支援等の例があ
る。 

・地方採用者の社外転身
先は、地方企業で探し
ている。 

・親の介護のために出身地に帰
って働きたい、セカンドキャ
リアとして地域で活躍した
い、といった社員ニーズがあ
る。 

・地方公共団体とのコーディネ
ートをしてくれる団体等があ
ると、取組を進めやすい。 

・地方に住んで活動する場合、
住居確保が課題である。 

22 海運 

・地方公共団体や公的機
関の港湾関連部署、地
方中小企業の経営層へ
の出向の例がある。 

・NPO 等は、給与が現状より下
がらなければ、面白そうだと
感じる社員がいるのではない
か。 

23 食品 
・文化関連事業の経験を
積んだ人材が、地域の

・社外への転身先として地域に
関心がある。 



27 
 

文化施設の運営に関わ
っている例がある。 

・出身地や勤務した地域等に貢
献したい社員もいる。 

・マネジメントやマーケティン
グ、品質管理等の経験が、地
域で活きるのではないか。 

・兼業副業や土日の活用等か
ら、段階的に地域と関わりを
深めていく方が、社員にとっ
ても良い。 

24 新聞社 

・全国に支局があり、地
方勤務後、その地域に
愛着を持ち、そのまま
定住する者もいる。 

・今年からシニア活性化を打ち
出しており、ミドルシニア層
（50 代）の活躍の場として地
域に興味がある。 

・仕事柄、セカンドキャリアに
も公共性のある仕事を求める
傾向があり、地方公共団体や
地域への関わりには関心があ
る。 

25 
総合商社
C 

・地方銀行や県庁への出
向、大手のグループ外
企業との人材交流を行
っている。 

・50 歳以上をターゲットに自分
らしいキャリアを見出してく
ためのグループ内外で働く機
会を作っていく予定だったの
で、いい機会としてとらえて
いる。 

26 不動産 

・特になし ・ミドルシニア層の活動の場と
して地方にチャンスを感じ
る。自社に専門職（プロパテ
ィマネジメント）が多く、活
躍のフィールドを求めてい
る。 

・社会貢献としても、自社人材



28 
 

が地方の役に立てる可能性が
ある。 

27 
電気機器 
C 

・社員のキャリア自律を
促すための「キャリ
ア・カンバス・プログ
ラム」の中で、地方公
共団体と連携してのワ
ークショップや、高校
での講演、中小企業支
援等の実績がある。 

・プロフェッショナル人
材制度（内閣府）に参
画している。 

・地方でのシニア人材の活用に
興味がある。 

・東北・関東・九州に拠点があ
るので、そのエリアの地方公
共団体があれば、連携の可能
性はある。 

 
ヒアリング結果を、「ノウハウ」と「企業メリット」の視点から、以下のよ

うに整理した。 
 

【「ノウハウ」の視点】 
○民間企業と地域との関わり等のこれまでの取組は、国の制度（例：プロフ
ェッショナル人材制度）や、自社と縁のある地域に関するものが多く、期
間や関わり方も限定的である。 

○企業側は、「地域の課題解決に、自社の人材が役立つ可能性がある」という
認識が薄い。 

○ヒアリングの過程で、地域課題の具体例や、人材の地域での活躍イメージ
等を説明することで、「企業と地域の連携の可能性の拡大」や、「本事業へ
の興味・関心の増加」を、企業が実感するケースが多くあった。 

 
【「企業メリット」の視点（仮説）】 
○「若手幹部候補向け人材育成」や「ミドル・シニア層のキャリア形成支援
（セカンドキャリア支援）」のための場や機会として、また「シニア層の社
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外での活躍の場・転身先等」として、地域との関わりに関心を示す企業が
多く、これらは、組織として取り組むための動機づけとなる「企業メリッ
ト」となるのではないかと考えられる。 

○それらの企業は、企業課題を解決するための施策・事業として、地域との
連携や、地域への人材の送り出し等に関心を示しているため、具体的なメ
リットがあれば、受益に応じた費用負担も含め、実現が可能であると考え
られる。  
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➁民間企業に対するアンケート調査 
前項のヒアリング結果を踏まえ、都市部の大手民間企業の人事・人材に関す

る部署の責任者等に対し、地域との連携に関するアンケート調査を行った。 
「企業メリット」の視点から、ヒアリング結果から構築した仮説を検証する

ことを主な目的とし、以下のような項目を質問した。 
 
○「若手幹部候補向け人材育成」「ミドル・シニア層のキャリア形成支援 
（セカンドキャリア支援）」「シニア層の社外での活躍の場・転身先等」の
ための社外連携やそのフィールドについての現状・関心 

○連携先や関わり方等のイメージを提示した上で、地域との連携についての
現状・関心 

○受益に応じた費用負担の考え方 
 
調査の概要は以下のとおりである。 

 

実施期間 令和２年８月７日（金）～８月 19 日（水） 

調査対象 
日本 CHO 協会会員企業（主に都市部の大手民間企業の人
事・人材に関する中核業務に携わる方が回答） 

調査方法 
同会員にメールで依頼し、ウェブ・アンケート・システムに
て回答 

送付数 ５５２ 

回収数 ３４  

アンケート調査の詳細については、資料編を参照されたい。 
なお、アンケートの回収が 34 件にとどまったことから、結果については、

社外（企業や地域等）との連携に関心のある企業の回答である可能性がある。 
 
アンケート調査の結果の概要は、以下のとおりである。 
 
○「若手幹部候補向け人材育成」「ミドル・シニア層のキャリア形成支援（セ
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カンドキャリア支援）」「シニア層の社外での活躍の場・転身先等」のため
の社外連携については、いずれも、７割が、実施済み、ないし関心を持っ
ている。 

○社員が自社や現在の業務を見直し、自らのキャリアを考える機会や、社員
の活躍の場・転身先等としての、社外との連携については、現在は行って
いない企業が多かった（65％）が、関心がない企業は少ない（18％）。連
携先としては、現状（32％）も、関心（68％）も、他の民間企業が多い。 

○また、地域における様々な連携先（地方の中小企業等、地域の各種団体、
地方のまちづくり会社や地域商社等の法人、市役所や町村役場、地域の中
で活動する団体等）のいずれに対しても、現在、連携を行っている企業は
少ない（１割未満）が、今後に向けた関心は高く（概ね４割）、特に、「地
域の中で活動する団体等（地域協議会、NPO 等）」との連携については、
５割が、関心があると回答している。 

○地域との関わり方（期間や頻度、身分等）については、期間の長短、頻度
の高低、身分等に関わらず、様々な関わり方のいずれも、５割が前向き
（実施済み・試行あり・関心あり）であり、関わり方が段階的に深まって
いく手法を、７割が有効と回答している。 

○費用負担については、８割が、受益者負担が原則と考えている。 
 
以上の結果から、多様な分野、連携先や期間・頻度での連携の可能性を見込

むことができるものと考えられる。 
また、ヒアリング結果から構築した仮説については、次のように考えられ

る。 
 
○「若手幹部候補向け人材育成」「ミドル・シニア層のキャリア形成支援（セ
カンドキャリア支援）」「シニア層の社外での活躍の場・転身先等」は、企
業が組織として取り組むための動機づけとなる「企業メリット」であると
考えられる。 

○企業は、企業メリットがあれば、地域との連携や、地域への人材の送り出
し等に、受益に応じた費用負担も含め、取り組むものと考えられる。 
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③文献調査 
既に実施されている、地域課題の解決に繋がる企業の取組事例を収集・分析

するため、以下のとおり文献調査を行った。 
 

調査方法 インターネット等による公知情報の収集 

事例数 20 事例（16 企業） 

調査にお
ける留意
事項 

・行政からの一般的な業務委託ではないもの 
・社員が地域に入って課題の把握や解決につなげるもの 
・首都圏もしくは京阪神・名古屋圏に本社が所在する大企業によ
るもの 

調査結果の詳細については、資料編を参照されたい。 
 
調査結果について、どのような地域課題の解決を目的とした取組であるか、

以下のように整理した。 
 
【取組の目的】 
 １）地域課題の発見・解決策の検討 
 ２）地域の人材育成支援 
 ３）地域の商品・サービス開発 
 ４）地域のビジネスモデル構築支援 
 ５）ワーケーション、サテライトオフィスの活用と地域交流 
 ６）人材マッチング 
 ７）その他 
 
取組に当たっては、自ら地域で実施するもの、地域の企業や団体、行政と連

携するものなど、幅広い手法があった。 
 
また、企業が取り組む動機・メリットについては、以下のように整理するこ

とができる。 
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【企業の動機・メリット】 
 １）人材育成 
 ２）人員再配置の選択肢 
 ３）働き方改革の推進・人材確保施策 
 ４）企業ブランディング 
 ５）企業イノベーション・事業開発 
 ６）新商品や新サービスのマーケティング 
 ７）自社製品の販路拡大 
 ８）その他 
 
 以上について、「ノウハウ」と「企業メリット」の視点から考える。 
【「ノウハウ」の視点】 
企業（組織）による課題解決の取組は、既に実際に行われており、その取組

内容や手法からも、前節第２項で整理した「地域課題」の解決に資するものと
考えられる。 

 
【「企業メリット」の視点】 
上記のように整理した企業メリットについては、以下のとおり、さらに大き

く３つに分けることができる。 
 A 人事や人材に関するもの：１～３ 
 B 企業自身の新たな方向性に関するもの：４、５ 
 C 営業面に関するもの：６、７ 
 
 この内、C は短期的な収益面に左右される可能性が高く、前節第２項で地方
公共団体から指摘があった課題の克服にはつながらない。 
 一方、A 及び B については、最近、民間企業等において関心が高まってい
る、社員の「キャリア自律」支援の一環として位置付けることができ（次項参
照）、多くの企業に対する動機付けとなる可能性が高いと考えられる。  
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④「企業メリット」の背景としての「キャリア自律」 
我が国は長きにわたる終身雇用文化の中で、個人のキャリアは入社と同時に

決まる単線型で、会社が用意するものと考えられてきた。しかし、急激な社会
環境の変化に伴い、業界を問わず短期での事業再編を余儀なくされ、長期的な
事業計画を見通すことも困難な時代となった。また、世界に先駆けて進行して
いる少子化・高齢化による労働人口の減少も、我が国における大きな課題であ
る。 
そうした背景を受け、大手を中心とした各企業は、早期退職希望制度を導

入・常設化することで、人事管理の柔軟性を図ってきた。しかし、こうした雇
用調整施策は、コスト削減効果はある一方で、制度導入による社員のモチベー
ションの低下や、社会的な企業評価の低下により優秀な人材確保ができなくな
る等のデメリットもあり、人事関連部署としては、従来の雇用調整施策に代わ
る新たな施策を要望している。 
 一方、働く個人は、年金受給年齢の段階的引き上げもあり、これまでの「定
年」を超えても働き続ける、まさに「人生 100 年時代」のキャリア設計を求め
られている。 
そして、定年の廃止・延長、グループ企業内異動、再就職といった企業にお

ける雇用制度の変化に加え、起業や兼業・副業、フリーランスといった働き方
の変化、また NPO やボランティア等を通じた社会参加への意識の変化等、キ
ャリアのあり方も多様に変化している中で、今個人に求められているのが「キ
ャリア自律」である。 
経済産業省が提唱する「キャリア・オーナーシップ」という考え方 1や、厚

生労働省が提唱する「セルフ・キャリアドック」といった取組 2もその一つ
で、企業は複線型のキャリアパスの導入や多様な働き方のニーズに応じた柔軟

                                                      
1 経済産業省産業人材政策室『「人生 100 年時代」の企業の在り方  ～従業員のキャリア自
律の促進～』平成 29 年 12 月   
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/jinzairyoku/jinzaizou_wg/pdf/004_0
4_00.pdf 
2 『セルフ・キャリアドックで会社を元気にしましょう！ ～従業員の活力を引き出し、
企業の成長へとつなげるために～』 
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11800000-
Shokugyounouryokukaihatsukyoku/0000192528.pdf 
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な人事制度を導入することにより、社員のキャリア開発を支援し、キャリア自
律を促す方向への転換を求められている。 
 こうした変化の中、企業は、社員のキャリア開発支援の仕組みを見直すこと
を検討し始めており、集合型のキャリア研修だけでなく、個々人の価値観に寄
添った、個別相談型のアプローチを通して、社員のキャリア自律、多様な働き
方に対応するだけの能力・スキルを醸成する支援体制を目指す制度の構築にも
取り組み始めている。グループ内外企業への出向や、兼業副業の解禁等によ
り、社外において自身の市場価値を早期に認識する機会を得ることで、キャリ
ア開発への意識を高め、中長期的なキャリア自律を促す企業が増えている。 
 本調査研究における大手民間企業と地方公共団体（地域）とのマッチング
は、企業の在職社員が、企業とはまったく異なる「公共」のフィールドに身を
置くことが、大きな特徴である。 
自社のネットワークと無関係な、地域の様々なステークホルダーとの関わり

によって地域課題を発掘し解決の糸口をたどる経験、あるいは、新たなビジネ
スのシーズを発掘し社内のイノベーションにつなげる経験等は、従来の企業間
連携の中では得難いキャリア自律に向けた貴重な体験が包含されており、それ
に対する期待は高い。 
また、昨今大きな社会テーマとなっている SDGs 等における社会貢献への企

業及び個人の意識と意欲の高まりもまた、本調査研究の目的である「人材循
環」参加へのモチベーションになっていると考えられる。 

 
このように、キャリア自律支援には、企業にとって、大きなメリットがあ

り、また、取り組まざるを得ない状況にもなっている。 
前述のとおり、キャリア自律に向けた体験のフィールドとして、地方公共団

体（地域）に対する期待は高く、これまで一部企業にとどまっていた地域貢献
的な取組が、キャリア自律の考え方の広がりに伴って、幅広い企業の取組とな
り、大きな流れになると考えられる。 
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（３）地域課題解決に向けた企業と地域の試行的なマッチング 
本章第 1 節及び第 2 節の内容を踏まえ、地域課題解決に向けた企業と地域の

試行的なマッチングとして、集合型であるマッチングミーティング、及び、個
別マッチングに向けた調整（個別型）を行い、マッチングした地方公共団体へ
の現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）を、当該地方公共団体とマッ
チングした企業と共に実施した。 
 
①マッチングミーティング（集合型） 
 民間企業へのヒアリング及びアンケート調査（前節第 1 項及び第 2 項）か
ら、「ノウハウ」の視点において、企業人材の地域における活躍イメージの理
解を促す必要があること、またそのためには、生涯活躍のまちに取り組んでい
る地方公共団体が地域の課題を直接伝える場が有効である可能性が高いと考え
られたことから、企業に対して、地方公共団体が地域課題等の説明を行う場と
して、マッチングミーティングを開催した。 
 
 開催概要は、以下のとおりである。 

実施日時 令和２年 10 月 2 日（金）14 時～16 時 

会場 
TRAVEL HUB MIX 及びオンライン 
（東京都千代田区大手町 2 -6- 2 JOBHUBSQUARE１階)  

参加地方
公共団
体・企業 

17 地方公共団体（北海道沼田町、同鷹栖町、同上士幌町、同更別
村、青森県弘前市、岩手県雫石町、茨城県常陸大宮市、千葉県多古
町、群馬県前橋市、新潟県南魚沼市、山梨県都留市、長野県佐久
市、静岡県南伊豆町、奈良県高取町、鳥取県南部町、徳島県三好
市、愛媛県宇和島市） 

14 企業（11 業種） 

概要 

・民間企業の地域との連携ニーズ等の説明（２企業） 
 →若手幹部候補向け人材育成：１企業 

ミドル・シニア層のキャリア形成支援（セカンドキャリア支援）
及び、シニア層の社外での活躍の場・転身先等：１企業 

・地方公共団体の概要・地域課題等の紹介・説明（17 地方公共団
体） 
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 詳細については、資料編を参照されたい。 

 
会場の様子 
 
 マッチングミーティングの結果を、参加企業に記入を求めた感想シート、及
び、10 社が応じたフォローヒアリングから、以下のように整理した。 
地方公共団体地方公共団体 
■感想シート 
以下のような傾向が明らかになった。 
 
○地方公共団体との連携に対し、興味を持つ企業が多くあった。要因として
は、 
①自社の社員のスキル等の活用イメージを得ることができた 
②社員のキャリア自律支援の一環として可能性を感じた 
という２つが挙げられる。 

○一方で、地域課題への具体的な関わり方を明確にイメージすることができ
ない企業が多かった。その理由としては、マッチングミーティングの限ら
れた時間の中での説明であったこと、地方公共団体の説明が、企業にとっ
てイメージしやすい、研修概要や職務記述書のようなものではなかったこ
と等が考えられる。 

○地方公共団体との協働に向け、現地での視察等を希望する企業もあった。 
 
これを踏まえ、マッチングミーティング参加企業に対するフォローヒアリン

グにおいて、「企業メリット」、及び、地域課題や企業に対する地方公共団体の
期待の提示のあり方について聞き取ることとした。 
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合わせて、フィールドワークへの参加意向等についても、フォローヒアリン
グにおいて確認することとした。 
 ■フォローヒアリング 
 ヒアリングの結果を、以下のように整理した。 
 
○「企業メリット」については、 
①企業人材のスキル等の活用 
②シニア人材の統合的なマネジメントや調整の能力の活用 
③若手人材の越境的・総合的な体験 
といった類型が、企業側のニーズに合い、かつ、地域課題解決に資する可
能性があるものとして考えられる。 

○「地域課題や企業に対する地方公共団体の期待の提示のあり方」について
は、 
①具体的な事業内容や必要なスキル、期間、頻度、身分等の要件提示を求
める企業 

②地方公共団体による詳細化を求めず、自ら、もしくは協働による課題の
明確化や取組内容の企画・検討を行うことを希望する企業 

の大きく２つに分かれた。そのいずれであっても、ほぼ全ての企業が、「地
域課題」やそれに対する自社の貢献のあり方を、明確にはイメージできな
いと述べた。 

○地方公共団体との関わり方を 
①事務局と連携して自ら開発していこうとする企業 
②既存の取組に当てはめようとする企業 
③完成されたプログラムの提示を求める企業 
と異なるスタンスの企業がそれぞれあった。 

○コロナウィルス感染拡大防止の観点、及びコストメリットの観点から、オ
ンライン会議等の活用を希望する企業も多くあった。 

 
 感想シート及びフォローヒアリングの結果を踏まえると、組織として取り組
む「企業メリット」（もしくはその可能性）を感じている企業は多く、地域と
関わる動機付けはできている。 
一方、連携の実現に向け、「地域課題」を、内容と関わり方の両面から、企
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業がイメージできるようにしていく必要がある。マッチングミーティングにお
ける地方公共団体による説明では、企業に伝わりにくかったことを踏まえ、地
方公共団体企業と地方公共団体（地域）の両側から、「地域課題」の解像度を
上げていく、すり合わせ作業が不可欠であると考えられる。  
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②現地調査及びヒアリング（フィールドワーク） 
 マッチングミーティングを踏まえ、個別マッチングに向けた調整（個別型）
を行った上で、現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）を実施した。 
 企業と地方公共団体（地域）の両側から、「地域課題」の解像度を上げてい
くために、企業が地方公共団体の現地を訪問し、視察やヒアリングを通して、
内容と関わり方の両面からすり合わせていく場として実施したものである。 
 
a.個別マッチングに向けた調整（個別型） 
 これまでの調査結果を踏まえ、以下の 3 つの視点から、個別マッチングに向
けた調整を行った。 
 
 １）企業メリット（参加の動機付け） 
 ２）協働に必要な要素（「地域課題」の解像度を上げる取組に向け） 
 ３）その他（企業の希望） 
 
１）については、これまでの調査結果を踏まえ、以下の 3 つの類型にそれぞ

れ該当する企業と実施することとした。 
 
 １）企業メリット（参加の動機付け） 

①企業人材のスキル等の活用 
②シニア人材の統合的なマネジメントやコミュニケーション能力の活用 
③若手人材の越境的総合的な体験 

 
 ２）については、企業と地方公共団体の双方について、以下の要素について
検討した。 
 
 ２）協働に必要な要素（「地域課題」の解像度を上げる取組に向け） 
 【企業】 
  ①地方公共団体（地域）との関わり方に対するスタンス 
   ⅰ事務局と連携して自ら関わり方を開発していこうとする企業 

ⅱ既存の取組に当てはめようとする企業 
ⅲ完成されたプログラムの提示を求める企業 
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  ②地方公共団体（地域）との連携に投じられる時間・コストの量（社内理
解の状況を含め） 

  ③未知のものに対する寛容度（押しつけない、尊重する等） 
 
 【地方公共団体】 

 ①企業との関わり方に対するスタンス 
   ⅰ事務局と連携して自ら関わり方を開発していこうとする地方公共団体 
   ⅱ既存の取組に当てはめようとする地方公共団体 
   ⅲ丸投げして成果を期待する受動的な地方公共団体 

②外部からの未知のものに対する受容度（組織風土、経験、説明力等） 
 
マッチングのあり方を検討するという本調査研究事業の目的、及び、「すり

合わせ」の場であるという、フィールドワークの取組趣旨に鑑み、 
企業については、 
①についてはⅰに該当する企業とし、 
②についてはその量が多い企業、 
③については寛容度が高い企業とした。 

地方公共団体については、 
①についてはⅰに該当する地方公共団体とし、 
②については受容度が高い地方公共団体とした。 

 
３）については、企業が特定の地方公共団体を希望することはなかった。 

 企業の希望の内容は、日常⇔非日常の切替ができる移動手段や時間、参加し
やすい距離・時間、参加したくなる楽しみの要素、越境的体験のための多様な
主体の参加、といったものだった。 
 
 以上の視点による調整の結果、主に３）の観点から、以下の企業及び地方公
共団体において現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）を実施した。 
 
類型①：株式会社ニコン日総プライム×新潟県南魚沼市、鳥取県南部町 
類型②：YKK 株式会社×静岡県南伊豆町、岩手県雫石町 
類型③：豊田通商株式会社、イトーキ、小田急百貨店、帝人及び日本経済新
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聞社×山梨県都留市 
    

 
b. 現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）の結果 
 実施概要は資料編を参照されたい。 
  
 現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）を実施するに当たっての工夫
とそれに対する参加企業の声を踏まえ、成果や課題を、実施の視点ごとに整理
した。 
 

 

 
 
 以上を踏まえ、現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）を実施した結
果、以下の３点が明らかになったと考えられる。 
１）企業メリット（参加の動機付け）の確認 
以下の３つのいずれの類型においても、企業が、地方公共団体（地域）との

連携によるメリットやその可能性を確認できた。 
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①企業人材のスキル等の活用 
②シニア人材の統合的なマネジメントやコミュニケーション能力の活用 
③若手人材の越境的総合的な体験 

 
２）「地域課題」の解像度は地方公共団体と企業の協働によらなければ向上し
ない 
①フィールドワークにおいても、地方公共団体と企業の「地域課題」に関す
る認識のズレは容易には埋まらなかった。 

②地方公共団体と企業の、いわゆる「言葉の違い」が主因であり、地方公共
団体（地域）と企業双方の共通言語で捉え直す作業が必要である。 

③実際に企業が現地を訪問等し、視察や交流、議論等を行うことで、相互理
解が進み、「すり合わせ」を行う基礎となる信頼関係が構築され、時間をか
けた「ゆるやかな関わり」への合意が形成された。 

 
３）企業と地方公共団体の調整役の必要性 

地方公共団体と企業双方から、円滑な関係構築や、それに掛かる時間の短
縮、フィールドワークのプログラム企画・運営等の面から、間をつなぐ調整
役の有効性や必要性への評価があった。 
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４.企業と地域課題をマッチングするためのプラットフォームのあり
方について 

 
（１）企業と地方公共団体（地域）のマッチング手法（あり方とプロセス） 
 
①調査研究の視点の転換（考察の背景） 
第 2 章第 2 節で述べたように、「都市部との人材循環を通じたコミュニティ

へのひとの流れづくり」の実現に向け、大きな流れとしていくためには、企業
が組織として人材（社員）を地域に送り出す動きの創出が有効であると考えら
れることから、本調査研究は、地方公共団体における「地域課題」と企業人材
が持つ「ノウハウ」の視点に加え、企業が組織として取り組むための動機とな
る「企業メリット」の視点をもって進めてきた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 従来の、企業人材が持つ「ノウハウ」により、「地域課題」を解決する取組
において、「企業メリット」となっていたのは、以下のようなものである。 
 
企業メリット 取組例 課題 
事業収益 業務委託等 収益性が最優先 
新規事業開発 実証実験等 

稀少な取組 
社内の一部の動きにとどまる 

社会貢献 CSR 等 
人材育成 人事交流等 
余剰人員等の出口 出向、転籍等 ミスマッチ、アンマッチが起きやすい 

地域課題 

（地方公共団

体） 

ノウハウ 

（企業人材） 

企業メリット 

（企業） 

一方通行 

判断基準 

課題とノウハウのマッチング 
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 こういった「企業メリット」に基づく取組の場合、「企業メリット」は、特
定の「地域課題」に応じた「ノウハウ」を持つ人材（社員）を地域に送り出す
かどうかの判断基準として働く。 
そのため、短期的にメリットが得られない場合には成立せず、また上記のよ

うな課題があり、企画・検討段階からの企業との協働が、これまで実現しなか
った、長続きしなかった、という地方公共団体からの指摘（第 3 章第 1 節第 2
項）等につながっていた。 
地方公共団体からは、継続的・中長期的に協働して取り組むことが期待され

ており、単発的・短期的ではない関係構築につながる「企業メリット」を見出
す必要があった。 
 
 その中で、本調査研究において、「企業メリット」については、以下の 3 つ
の類型が確認できた。 
①企業人材のスキル等の活用 
②シニア人材の統合的なマネジメントやコミュニケーション能力の活用 
③若手人材の越境的総合的な体験 

 これらの類型の特長は、人材（社員）を地域に送り出すこと自体が「企業メ
リット」となり、結果として、地方公共団体（地域）の課題解決につながるこ
とである。 
 すなわち、「企業メリット」を軸とすることで、地域課題解決と企業メリッ
トという、地方公共団体と企業の相互利益（win-win）による、組織と組織の
マッチングが可能であることを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方公共団体 

（地域課題） 

企業人材 

（ノウハウ） 

企業 

（企業メリット） 

組織（地方公共団体）と組織（企業）のマッチング 

双方向 



46 
 

本調査研究においては、「地域課題」の解像度は、地方公共団体と企業の協
働によらなければ向上しないことも明らかになった。 
 これは地方公共団体と企業の、いわゆる「言葉の違い」が原因であり、この
点でも、まず、「企業メリット」を軸にしたマッチングを行い、組織（地方公
共団体）と組織（企業）の関係構築に基づいて、相互理解を深めていく手法が
有効であると考えられる。 
  
 以上を踏まえると、企業人材が持つ「ノウハウ」を「地域課題」にマッチン
グさせるのではなく、「企業メリット」を軸にした、組織（地方公共団体）と
組織（企業）のマッチングを行うことが、まず、必要である。 
 
このような組織（地方公共団体）と組織（企業）のマッチングの考え方の背

景には、時代の変化に伴い、企業利益を中長期的な視点で見すえ、社会の一員
としての責務を果たすことが求められるようになっている流れがある。 
そのため、企業にとっては、人材（社員）を地域に送り出すこと自体が、キ

ャリア自律支援の実施（社外での活躍や自分を見つめ直す場の提供）、社員の
成長、社会貢献の中からの事業創出、社会の中での持続可能性等につながると
とらえられている。 
また、継続的・中長期的に協働して取り組める関係構築への地方公共団体の

期待に応え、「都市部との人材循環を通じたコミュニティへのひとの流れづく
り」の実現に向けて大きな流れとしていくためにも、以下のような利点がある
と考えられ、組織（地方公共団体）と組織（企業）のマッチングを推進する意
義は大きい。 
○非営利で社会性の高い場の方が望ましい 
○中長期的な利益を見すえて取り組む 
○企業の人事・人材施策として組織的に取り組む 
○多様な関わり先や関わり方（期間、頻度、身分等）が可能である 
○関係が継続する中で、良きマッチングにつながる 
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②組織（企業）と組織（地方公共団体）の「マッチング手法（あり方とプロセ
ス）」 
現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）の結果として、地方公共団体

と企業双方から、間をつなぐ調整役の有効性や必要性への評価・期待があっ
た。 
その内容を踏まえ、この調整役が果たすべき役割の視点から、「企業メリッ

ト」を軸にした、組織（地方公共団体）と組織（企業）の「マッチング手法
（あり方とプロセス）」を、以下のとおり、整理した。 
 

 
 
 
【STEP1】「企業メリット」や「地域課題」に関する情報、協働に必要な要素

の状況等を把握する。 
【STEP2】 「企業メリット」を軸に、協働に必要な要素の状況や、「地域課

題」に関する情報や企業の希望等を勘案し、組織（地方公共団体）
と組織（企業）をマッチングする。 

【STEP3】両者の相互理解に基づいて、「地域課題」を共通言語化し、目的を
共有した上で、解決のための具体的取組を両者で企画し、協働して
実行するサポートを行う。 

【STEP4】相互理解から相互利益への過程において、未知のフィールドで他者
と共創する体験を通じて、組織として取り組むべきキャリア自律支
援等を促し、地域課題の解決等につながるようサポートする。 

【STEP5】以上を通じて組織同士の継続的な取組となり、また参画した企業人
材が関係人口化していくようフォローアップ支援を行う。  
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③マッチングに向け、企業と地方公共団体がすべきこと 
 「企業メリット」を軸にした、組織（地方公共団体）と組織（企業）の、よ
り良いマッチングにつなげるために、企業と地方公共団体がすべきことを、個
別マッチングに向けた調整（前章第 3 節第 2 項）の視点を踏まえ、以下のとお
り整理した。 
 
１）企業メリット（動機付け） 
【企業】 
○遠慮せず様々な質問を通じて理解を深めようとする積極的な姿勢 
○自社（又は自社社員）の顕在的なノウハウやスキルにとらわれず、マーケッ
トインで、できそうなこと、やりたいこと等を新しい目で探索 

○自社（又は自社社員）が関わりを持てそうなリソース（案でよし）の提示 
○キャリア自律支援や SDGs 等についてのビジョンの、経営戦略から現場への
一気通貫 

○社員の潜在能力の引き出し等のキャリア支援体制の構築 
 
【地方公共団体】 
○自らの特長の打ち出し 
○地方公共団体（地域）についての立体的な理解につながる多角的な情報提供 
○その前提となる、地域内の多様な関係者の把握と関係構築 
○良く見せるよりも、実態や困りごと、隘路等の率直な提示 
○事前の想定や期待にこだわらない姿勢 
○企業に対する多様な関わり方の準備 
 
２）「地域課題」の解像度は地方公共団体と企業の協働によらなければ向上し
ない 

【企業】 
○企業紹介及びマッチング参加目的の事前共有 
○地方公共団体の組織や地域の資源等に対する理解（学習） 
○地方公共団体との窓口や担当部署の設置、取り組む場合の社内連携体制の構
築 

○地方公共団体との相互理解に基づく相互利益を生み出す協働の姿勢（時間や
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コストを含む） 
 
 
【地方公共団体】 
○これまでの企業や外部との連携における実績や課題の整理 
○企業の組織や経営課題等に対する理解（学習） 
○企業との窓口や担当部署の設置、取り組む場合の庁内連携体制の構築 
○企業との相互理解に基づく相互利益を生み出す協働の姿勢（時間やコストを
含む） 
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（２）企業と地方公共団体（地域）をマッチングするためのプラットフォームの
あり方 
 
 前節に記載したような、組織（地方公共団体）と組織（企業）のマッチング
を実現するためには、「言葉が違う」２つの組織の間をつなぎ、調整、サポー
トを行う「プラットフォーム」が有効に働くと考えられる。 
 「試行的マッチング」の結果（前章第 3 節）、及び、地方公共団体と企業双
方から寄せられた「プラットフォーム」への期待を踏まえ、プラットフォーム
のあり方（機能、役割、要件）について考察した。 

 
 組織（地方公共団体）と組織（企業）のマッチングは、以下のような段階を
追って進んでいくと考えられる。 
 １）本調査研究における、個別マッチングに向けた調整の段階 
 ２）本調査研究における、現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）の

段階 
 ３）前節第２項で示した【STEP３】以降の段階（本調査研究では未実施） 
 
【プラットフォームが持つ機能】 
マッチングが進行していく段階に応じ、プラットフォームに求められる機能

は、以下のように整理できる。 
 １）企業側と地方公共団体（地域）側の双方に対する「仲介・調整機能」 
 ２）企業と地方公共団体（地域）相互への説明・紹介や、現地訪問に当たって

の、事前準備を含めた「企画・調整機能」 
 ３）現場への同行や本格的なマッチング、及び、その後の、企業・地方公共団

体（地域）・企業人材等に対しての「サポート機能」 
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【プラットフォームが果たす役割】 
 プラットフォームが果たす、具体的な役割としては、以下のようなものが考
えられる。 
 ○企業と地方公共団体（地域）の連携によるキャリア自律支援等の意義の啓発 
○企業が地方公共団体（地域）で活躍する具体例やイメージの提示による、
理解の促進 

○企業や地方公共団体（地域）へのヒアリング等による情報収集・状況把握 
○企業と地方公共団体（地域）の情報の非対称の解消 
○企業と地方公共団体（地域）それぞれの状況等を踏まえたマッチング 
○１対１でないゆるやかな複数同士のつながりの提供（企業や地方公共団体
の説明責任に対する根拠） 

 ○現地訪問（フィールドワーク）の企画、運営、同行等の支援 
○オンライン等を活用した相互理解から相互利益創出の企画、支援等 
○課題解決を含む事業等の企画、実施の支援 
○キャリア自律等に向けた企業人材に対する伴走支援 
○企業と地方公共団体（地域）の連携による効果のエビデンスの提示 

 
【プラットフォームに求められる要件】 
 上記のような機能を持ち、役割を果たすために、プラットフォームに求めら
れる要件を、以下のとおりまとめた。 
 １）仲介・調整機能や企画・調整機能を担える体制（人材の配置や仕組みの

構築等） 
  ○民間企業の人事やキャリア育成、経営戦略等に精通した人材 

○個々の企業の、企業メリットや協働に必要な要素の状況、事業や課題等 
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を把握・蓄積する仕組み 
○地方地方公共団体の制度や政策、地域のまちづくり等に精通した人材 
○個々の地方公共団体（地域）の、地域課題や協働に必要な要素の状況、
事業や課題等を把握・蓄積する仕組み 

○企業及び地方公共団体に対する窓口の開設や登録の仕組み 
○企業と地方公共団体の情報共有等の場の提供 
 
 

 ２）サポート機能を担える体制（人材の配置や仕組みの構築等） 
  ○企業と地方公共団体（地域）の協働をファシリテートできる人材 

○キャリア・カウンセリングやキャリア自律支援のためのプログラム開発
等ができる人材 

○企業人材に対するキャリア・カウンセリングの仕組み 
○地方地方公共団体の業務や政策の実務に詳しい人材 
○相互利益の成果や事例を分かりやすく情報提供・発信する仕組み 
○企業と地方公共団体（地域）の連携による効果を測定し、エビデンスを
収集・提供する仕組み 

 
 ３）プラットフォームが持続するための安定的な運営モデルの確立及び財源

の確保 
  ○企業と地方公共団体（地域）双方の受益に合わせた、費用負担のあり方の

検討 
○上記を踏まえたビジネスモデルの構築 
○国の制度（地域おこし企業人、企業版ふるさと納税、プロフェッショナ
ル人材等）の活用 

○自主的な財源確保のための関連事業の検討 
○社長と首長の連合や教育機関等の参画の検討 
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54 
 

１．地方公共団体に対するアンケート調査 
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 ２
．
民
間
企
業
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果

 
  1.
「
若
手
幹
部
候
補
向
け
人
材
育
成
」
に
お
け
る
実
践
的
な
学
び
の
機
会
と
し
て
、
社
外
の
企
業
や
団
体
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
活
動
な
ど
と
連
携
す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

 
現
状
に
最
も
近
い
も
の
を
一
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
2.
「
ミ
ド
ル
・
シ
ニ
ア
層
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
（
セ
カ
ン
ド
キ
ャ
リ
ア
支
援
）
」
に
お
け
る
意
識
変
革
の
機
会
と
し
て
、

 

 
社
外
の
企
業
や
団
体
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
活
動
な
ど
と
連
携
す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
現
状
に
最
も
近
い
も
の
を
一
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

 

 

① 23
% ② 12

%
③

35
%

④ 18
%

⑤ 12
%

【
集
計
結
果
】

 

①
3%

②
15

%

③ 50
%

④ 23
%

⑤
9%



57
 

 3.
「
シ
ニ
ア
層
の
社
外
で
の
活
躍
の
場
・
転
身
先
等
」
と
し
て
、
社
外
の
企
業
や
団
体
、
何
ら
か
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
活
動
な
ど
と
連
携
す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

 
現
状
に
最
も
近
い
も
の
を
一
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

 

 

 4.
社
員
が
自
社
や
現
在
の
業
務
を
見
直
し
、
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
を
考
え
る
機
会
や
、
社
員
の
活
躍
の
場
・
転
身
先
等
と
し
て
、
現
在
、
連
携
等
し
て
い
る
先
が
あ
れ
ば

 
 

教
え
て
く
だ
さ
い
。

 （
複
数
回
答
可
）

 

 
 

 
 

 
 

 

① 12
%

② 6%

③ 53
%

④ 20
%⑤ 9%

11

0
2

1
2

3

22

0

3

0510152025

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨
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 5.
社
員
が
自
社
や
現
在
の
業
務
を
見
直
し
、
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
を
考
え
る
機
会
や
、
社
員
の
活
躍
の
場
・
転
身
先
等
と
し
て
、
関
心
が
あ
る
も
の
が
あ
れ
ば
教
え
て
く
だ
さ
い
。

 
（
複
数
回
答
可
）

 

 
 6.
社
員
が
地
域
の
事
業
者
や
住
民
等
と
共
に
、
地
域
の
課
題
解
決
等
に
取
り
組
む
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
、
現
状
に
最
も
近
い
も
の
を
一
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

  
（
例
：
地
域
に
１
泊
２
日
×
１
回
～
３
回
訪
問
し
、
訪
問
の
前
後
に
研
修
（
マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト
や
振
り
返
り
等
）
を
実
施
）

 

 

23

14
13

13

8

16

6

3

0
0510152025

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨

① 0%
② 9%

③ 38
%

④ 27
%

⑤ 26
%
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 7.
社
員
が
、
兼
業
・
副
業
等
の
形
で
（
週
１
日
～
数
日
、
あ
る
い
は
１
日
〇
時
間
な
ど
）
、
地
域
の
中
小
企
業
や
市
役
所
・
町
村
役
場
等
に
関
わ
る
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

 
現
状
に
最
も
近
い
も
の
を
一
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

 

 
 8.
社
員
が
出
向
等
の
形
で
（
フ
ル
タ
イ
ム
）
、
地
域
の
中
小
企
業
や
市
役
所
・
町
村
役
場
等
で
働
く
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

 

現
状
に
最
も
近
い
も
の
を
一
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

 

 

①
3%

② 0%

③ 47
%

④ 35
%

⑤ 15
%

① 3%
② 6%

③ 38
%

④ 32
%

⑤ 21
%
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 9.
問

6～
8
で
示
し
た
よ
う
な
取
り
組
み
を
実
施
す
る
際
に
、
地
域
と
の
関
わ
り
方
が
段
階
的
に
深
ま
っ
て
い
く
よ
う
な
手
法
は
有
効
だ
と
思
わ
れ
ま
す
か
。

  
 
（
例
：
土
日
を
利
用
し
て
地
域
に
関
わ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、
週
数
日
程
度
の
、
地
域
の
中
小
企
業
等
で
の
活
動
を
経
て
、
双
方
合
意
が
あ
れ
ば
、

 

 
 
市
役
所
・
町
村
役
場
や
地
域
の
中
小
企
業
等
に
出
向
・
転
籍
等
を
し
て
い
く
よ
う
な
イ
メ
ー
ジ
）

 

 
10

.問
6～

8
で
示
し
た
よ
う
な
取
り
組
み
を
実
施
す
る
際
の
費
用
に
つ
い
て
は
、
受
益
者
負
担
（
社
員
の
人
材
育
成
や
研
修
等
が

 

 
 
目
的
で
あ
れ
ば
、
自
社
で
ご
負
担
い
た
だ
く
）
が
原
則
に
な
る
と
考
え
ま
す
が
、
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

  

11
.問

10
で
「
そ
う
思
わ
な
い
」
を
選
択
し
た
方
に
ご
質
問
で
す
。

 
 

 
よ
ろ
し
け
れ
ば
、
「
そ
う
思
わ
な
い
」
を
選
択
し
た
理
由
を
ご
記
載
く
だ
さ
い
。

 

 
 

 
 

 

① 68
%

② 6%

③ 23
%

④ 3%

① 82
%

② 12
%

③
6%

受
益
者
と
い
う
考
え
方
に
疑
問
を
感
じ
る
た
め
。
費
用
が
発
生
す
る
の
で
あ
れ
ば
折
半
が
好
ま
し
い
。
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 12
.地
方
・
地
域
と
の
連
携
に
つ
い
て
、
現
在
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
（
複
数
回
答
可
）

 

  

 
 

 13
.地
方
・
地
域
と
の
連
携
に
つ
い
て
、
特
記
事
項
や
現
在
行
っ
て
い
る
具
体
的
な
取
り
組
み
内
容
等
が
あ
れ
ば
、
教
え
て
く
だ
さ
い
。
（
自
由
記
述
）

 
 地
元
学
生
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
け
入
れ
、
市
と
共
同
で
障
が
い
者
の
職
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
設
立

 
地
域
の
学
校
と
の
連
携
（
仕
事
紹
介
、
自
然
学
習
な
ど
教
育
活
動
等
で
支
援
）

 
具
体
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
、
現
在
立
ち
上
げ
の
最
中
で
す
。

 
副
業
、
兼
業
は
認
め
て
い
ま
す
が
、
医
療
系
で
有
資
格
を
多
く
抱
え
て
い
る
の
で
、
地
域
等
に
こ
だ
わ
ら
ず
社
員
各
々
が
自
身
で
見
つ
け
て
き
て
お
り
ま
す
。
仕
組

み
と
し
て
連
携
す
る
こ
と
は
面
白
い
一
環
で
は
あ
り
ま
す
が
、
具
体
性
に
欠
け
て
イ
メ
ー
ジ
が
つ
か
ず
、
こ
れ
に
費
や
す
時
間
も
惜
し
い
こ
と
か
ら
、
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
と
が
あ
る
の
で
あ
れ
ば
い
た
だ
く
程
度
は
望
み
た
い
と
思
い
ま
す
。

 

3

12

5
6

2

15

4

0246810121416

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦
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 BC
P
は
必
要
に
迫
ら
れ
て
行
っ
て
い
る
も
の
の
現
実
に
対
応
で
き
る
か
は
良
く
分
か
ら
な
い
。
テ
レ
ワ
ー
ク
は
コ
ロ
ナ
禍
で
背
中
を
押
さ
れ
て
実
施
し
て
い
る
も
の

の
業
務
評
価
に
問
題
を
抱
え
て
い
る
。
コ
ロ
ナ
後
も
推
奨
す
る
が
、
業
務
の
量
と
品
質
が
落
ち
な
い
こ
と
が
前
提
と
考
え
る
。
出
張
の
多
い
業
務
で
あ
り
、
三
大
都

市
圏
か
ら
地
方
移
住
を
推
奨
し
た
い
と
考
え
る
。

 
地
方
創
生
や

Co
rp

or
at

e 
ci

tiz
en

sh
ip
は
重
要
で
あ
る
と
考
え
る
が
、
企
業
と
し
て
も
慈
善
団
体
で
は
な
い
の
で
、
双
方
の

W
in

-W
in
を
ど
う
作
り
上
げ
る
か
が

課
題
と
い
う
認
識
で
あ
る
。
ま
た
、
社
員
の

Ca
re

er
は
社
員
が

Ow
ne

rs
hi

p
を
持
つ
も
の
で
、
セ
カ
ン
ド
キ
ャ
リ
ア
支
援
と
い
う
発
想
は
な
い
。

 
今
後
と
い
う
意
味
で
は
、

CO
VI

D1
9
と
の
関
係
は
あ
る
も
の
の
、

W
or

kc
at

io
n
や
完
全

Ho
m

e 
Of

fic
e
の
拡
大
（
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
設
置
は
考
え
な
い
）
と

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の

M
ix
は
検
討
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

 
御
社
を
通
じ
て
、
色
々
と
情
報
交
換
を
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
実
現
す
る
に
は
弊
社
の
雇
用
制
度
側
に
課
題
が
あ
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

 
  14

.本
ア
ン
ケ
ー
ト
に
関
連
し
て
、
今
後
の
ご
意
向
等
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。
（
複
数
回
答
可
）

 

 
 

7
8

10

5

21

0510152025

①
②

③
④

⑤
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 ３
．
地
域
課
題
の
解
決
に
繋
が
る
企
業
の
取
組
に
関
す
る
文
献
調
査
結
果

 
取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

1．
地
域
課
題
の
発

見
・
解
決
策
の
検

討
 

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
グ
ル

ー
プ

 

京
都
府
南
山
城
村

 
■
地
域
課
題
解
決
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
開
催

 

・
地
域
の
農
業
や
伝
統
工
芸
従
事
者
、
行
政
と
と
も
に
地
域
課
題
の
発
見
と
解
決
策

の
検
討
を
目
的
と
し
た
ワ
ン
デ
イ
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
。

 

・
人
材
育
成

 

・
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
事
業
開

発
 

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ

 

「
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
企
業
市
民
活
動

ブ
ロ
グ

 
社
会
課
題
講
演
会

「
So

ci
al

 G
oo

d 
M

ee
tu

p」
道
の

駅
を
拠
点
と
し
た
南
山
城
村
の
リ

ア
ル
な
地
方
創
生
」

ht
tp

s:
//

pa
na

so
ni

c.
co

.jp
/c

iti
ze

ns
hi

p/
ac

tiv
ity

/2
01

9/
10

/s
oc

ia
l-g

oo
d-

m
ee

tu
p-

5.
ht

m
l 

株
式
会
社

NE
C
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
イ
ノ

ベ
ー
タ

 

和
歌
山
県
白
浜
町

 
■
新
た
な
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
づ
く
り
と
地
域
課
題
解
決
事
業
の
推
進

 

・
白
浜
町
と
地
域
包
括
協
定
を
結
び
、
持
続
的
な
ま
ち
づ
く
り
、
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ

ン
、

IC
T
活
用
に
よ
る
地
域
活
動
、
産
学
官
連
携
に
よ
る
地
域
観
光
づ
く
り
な
ど

を
実
施
、
実
証
実
験
な
ど
を
行
う
。

 

・
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
事
業
開

発
 

・
新
商
品
や
新
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ

 

 

株
式
会
社

NE
C
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

イ
ノ
ベ
ー
タ

 

「
白
浜
町
と

NE
C
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
イ
ノ
ベ
ー
タ
、
新
た
な
ワ
ー
ク

ス
タ
イ
ル
づ
く
り
に
関
す
る
包
括

連
携
協
定
を
締
結
」

 

ht
tp

s:
//

w
w

w.
ne

c-

so
lu

tio
ni

nn
ov

at
or

s.
co

.jp
/p

re
ss

/2
0

18
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10
/in
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x.h
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日
本
た
ば
こ
産
業
株

式
会
社

 

兵
庫
県
神
戸
市
、

 

神
奈
川
県
鎌
倉
市
、

 

秋
田
県
秋
田
市
、

 

宮
崎
県
日
向
市
、

 

そ
の
他

 

■
Re

th
in

k 
PR

OJ
EC

T（
地
域
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
り
地
域
に
根
差
し
た

 

活
動
を
つ
な
げ
る
取
組
）

 

・
地
域
の
題
材
を
基
に
「
デ
ザ
イ
ン
と
情
報
編
集
」
の
考
え
方
を
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

で
実
践
す
る
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
事
業
開

発
 

JT
「

Re
th

in
k 

PR
OJ

EC
T」

ht
tp

s:
//

re
th

in
k-

pj
t.j

p/
 

伊
藤
忠
テ
ク
ノ
ソ
リ

ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
株
式

会
社

 

宮
城
県
仙
台
市
、

 

長
崎
県
長
崎
市
、

 

山
口
県
宇
部
市

 

■
地
域
課
題
に
対
し
て
ビ
ジ
ネ
ス
に
よ
る
解
決
策
を
め
ざ
す
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
型
イ

ベ
ン
ト
の
開
催

 

・
イ
ー
・
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
と
共
同
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立
ち
上
げ
た
。
参
加
地
方

公
共
団
体
が
地
域
課
題
に
対
し
て
自
ら
プ
レ
ゼ
ン
し
、
参
加
企
業
が
ビ
ジ
ネ
ス
に

よ
る
解
決
プ
ラ
ン
を
検
討
・
発
表
す
る
。

 

・
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
事
業
開

発
 

オ
リ
コ
ン
ニ
ュ
ー
ス
「
地
方
地
方

公
共
団
体
が
抱
え
る
リ
ア
ル
な
地

域
課
題
を
も
と
に
新
規
事
業
を
創

出
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
型
イ
ベ

ン
ト
「
デ
ジ
マ
式

 p
lu

s」
開
始

 

～
 伊

藤
忠
テ
ク
ノ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
ズ
と
イ
ー
・
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ

ー
」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
or

ic
on

.c
o.

jp
/p

re
ss

re
l

ea
se

/5
97

13
6/
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取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

2．
地
域
の
人
材
育
成

支
援

 

キ
リ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ス
株
式
会
社

 

岐
阜
県
美
濃
加
茂

 

市
、

 

新
潟
県
長
岡
市
、

 

兵
庫
県
豊
岡
市
、

 

栃
木
県
鹿
沼
市
、

 

そ
の
他

 

■
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
応
援

 

・
食
を
中
心
と
す
る
事
業
や
取
組
に
よ
り
地
域
の
未
来
を
け
ん
引
す
る
リ
ー
ダ
ー
を

応
援
す
る
。

 

・
企
業
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
か
し
、
地
域
の
食
文
化
を
掘
り
起
こ
す
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
事
業
開

発
 

・
新
商
品
や
新
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ

 

  

キ
リ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式

会
社

 

「
地
域
創
生
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン

タ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ビ
ア
ツ
ー
リ

ズ
ム
」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
ki

rin
.c

o.
jp

/c
sv

/c
on

n

ec
tio

n/
ch

iik
i-t

re
se

n/
be

er
-

to
ur

is
m

/ 

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
グ
ル

ー
プ

 

山
梨
県
甲
府
市
、

 

滋
賀
県
守
山
市

 

■
社
員
に
よ
る
「
出
前
授
業
」

 

・
企
業
市
民
活
動
と
し
て
学
校
に
提
供
し
て
い
る
教
育
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
地
域
に

出
向
い
て
授
業
。
多
種
多
様
な
役
割
を
持
っ
て
働
き
、
“生
き
方
”を
考
え
る
内

容
。

 

・
人
材
育
成

 
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ

 

「
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
企
業
市
民
活
動

ブ
ロ
グ
」

ht
tp

s:
//

pa
na

so
ni

c.
co

.jp
/c

iti
ze

ns
hi

p/
ac

tiv
ity

/l
ea

rn
/ 

ヤ
マ
ト
運
輸
株
式
会

社
 

三
重
県

 
■
ブ
ラ
ン
ド
産
品
を
海
外
に
輸
出
し
た
い
事
業
者
に
対
し
、
輸
出
支
援
セ
ミ
ナ
ー
や

事
務
手
続
き
を
支
援
。

 

・
県
内
事
業
者
が
海
外
と
の
ビ
ジ
ネ
ス
を
積
極
的
か
つ
安
心
し
て
展
開
で
き
る
よ

う
、
海
外
バ
イ
ヤ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
創
出
や
、
輸
出
支
援
セ
ミ
ナ
ー
の

開
催
、
輸
出
時
に
必
要
な
書
類
の
作
成
な
ど
事
務
手
続
き
の
支
援
を
行
う
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

ヤ
マ
ト
運
輸
株
式
会
社

 

「
ブ
ラ
ン
ド
産
品
を
海
外
に
輸
出

し
た
い
事
業
者
に
対
し
、
輸
出
支

援
セ
ミ
ナ
ー
や
事
務
手
続
き
を
支

援
。（

三
重
県
）」

 

ht
tp

s:
//

w
w

w.
ku

ro
ne

ko
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m
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o.
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p/
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c/
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取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

3．
地
域
の
商
品
・
サ

ー
 ビ
ス
開
発

 

日
本
航
空
株
式
会
社

 
札
幌
市
、
福
岡
市
、

 

そ
の
他

 

■
新
規
観
光
商
品
の
開
発

 

・「
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
」
な
ど
新
し
い
観
光
商
品
の
開
発

 

・
各
地
の
特
産
品
に
関
す
る
知
識
を
生
か
し
、
農
産
物
を
使
っ
た
商
品
の
デ
ザ
イ
ン

や
味
付
け
に
つ
い
て
も
助
言
。

 

・
人
員
再
配
置
の
選
択
肢

 
日
本
経
済
新
聞

 

「
JA

L、
客
室
乗
務
員
を
地
方
に
配

転
」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
ni

kk
ei

.c
om

/a
rti

cl
e/

D

GX
M

ZO
62

28
35

40
U

0A
80

0C
2T

J1
00

0/
 

株
式
会
社
リ
ク
ル
ー

ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
 

高
知
県

 
■

6
次
産
業
化
支
援

 

・
高
知
県
中
山
間
地
に
お
け
る

6
次
産
業
化
の
プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
と
販
促
。

 

・
人
材
育
成

 
株
式
会
社
リ
ク
ル
ー
ト
ホ
ー
ル
デ

ィ
ン
グ
ス
「
リ
ク
ル
ー
ト
×
高
知

県
 地

方
創
生
を
テ
ー
マ
と
し
た
業

務
連
携
協
力
の
協
定
を
締
結

 
～

高
知
県
を
舞
台
に
新
規
事
業
開
発

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
催
～
」

 

ht
tp

s:
//

re
cr

ui
t-

ho
ld

in
gs

.c
o.

jp
/n

ew
s_

da
ta

/r
el
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/2
01
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取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

4．
地
域
の
ビ
ジ
ネ
ス

モ
 

デ
ル
構
築
支
援

 

KD
DI
株
式
会
社

 
福
島
県
檜
枝
岐
村
、

 

東
京
都
多
摩
地
域
、

 

群
馬
県
片
品
村
、

 

宮
城
県
東
松
島
市
、

 

そ
の
他

 

■
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
創
出
支
援

 

・
5G

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、

IC
T
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
、
そ
の
他
さ
ま
ざ
ま
な
リ
ソ
ー
ス

や
、
フ
ァ
ン
ド
か
ら
の
資
金
提
供
を
通
じ
て
、
地
域
の
企
業
や
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

が
主
体
と
な
っ
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
構
築
を
支
援
す
る
。

 

・
ま
た
、
地
域
の
教
育
機
関
と
も
連
携
し
た
起
業
機
運
の
醸
成
や
地
域
人
材
の
育
成

を
目
指
し
た
教
育
環
境
整
備
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
新
商
品
や
新
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ

 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

KD
DI
株
式
会
社

 

「
地
方
創
生

 (
Te

 to
 T

e)
」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
kd

di
.c

om
/c

or
po

ra
te

/

cs
r/

re
gi

on
al

-in
iti

at
iv

e/
 

株
式
会
社
リ
ク
ル
ー

ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
 

高
知
県

 
■
高
知
県
「
森
林
資
源
」
運
用
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
創
出

 

・
急
速
な
人
口
自
然
減
に
よ
り
、
県
内
で
も
超
･課

題
先
進
地
域
で
あ
る
高
知
県
中

山
間
地
域
を
活
性
化
す
る
モ
デ
ル
を
生
み
出
す
。

 

・
人
材
育
成

 
株
式
会
社
リ
ク
ル
ー
ト
ホ
ー
ル
デ

ィ
ン
グ
ス

 

「
リ
ク
ル
ー
ト
×
高
知
県

 地
方
創

生
を
テ
ー
マ
と
し
た
業
務
連
携
協

力
の
協
定
を
締
結

 
～
高
知
県
を

舞
台
に
新
規
事
業
開
発
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
開
催
～
」

 

ht
tp

s:
//

re
cr

ui
t-

ho
ld

in
gs

.c
o.

jp
/n

ew
s_

da
ta

/r
el

ea
se

/2
01

6/
08
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_1

68
88

.h
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合
同
会
社

DM
M

.c
om

 

石
川
県
加
賀
市

 
■
「
日
本
一
の

3D
プ
リ
ン
タ
都
市
・
加
賀
」
を
目
指
し
３

D
プ
リ
ン
ト
技
術
を
核

と
し
て
、
地
場
産
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
支
援

 

・
3D

モ
ノ
づ
く
り
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

 

・
地
場
企
業
と
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
て
加
賀
市
の
産
業
高
度
化
な
ど
に

寄
与
す
る
地
元
企
業
と
の
連
携
（
産
業
の
高
度
化
へ
の
貢
献
）

 

・
両
社
が
協
業
し
て
オ
リ
ジ
ナ
ル
商
品
を
開
発
す
る
「
加
賀
オ
リ
ジ
ナ
ル
の

3D
モ

ノ
づ
く
り
の
実
践
（
地
場
商
品
作
り
の
立
ち
上
げ

 

・
新
商
品
や
新
サ
ー
ビ
ス
の
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ

 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

PR
TI

M
ES
「
石
川
県
加
賀
市

 ×
 

DM
M

.c
om
「
日
本
一
の

3D
プ
リ

ン
タ
都
市
・
加
賀
」
を
目
指
し
包

括
連
携
協
定
を
締
結
」

ht
tp

s:
//

pr
tim

es
.jp

/m
ai

n/
ht

m
l/

rd
/

p/
00

00
03

41
0.

00
00

02
58

1.
ht

m
l 

凸
版
印
刷
株
式
会
社

 
埼
玉
県
川
島
町
、

 

兵
庫
県
丹
波
市
、

 

そ
の
他

 

■
地
域
資
源
に
応
じ
た
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
創
出
支
援

 

・
農
業
生
産
の
ス
マ
ー
ト
化

 

・
観
光
に
お
け
る
ア
ー
カ
イ
ブ
や

VR
の
活
用

 

・
医
療
・
ヘ
ル
ス
に
お
け
る
デ
ー
タ
蓄
積
・
分
析

 

・
企
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
事
業
開

発
 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

 

凸
版
印
刷
株
式
会
社

 

「
川
島
町
と
凸
版
印
刷
、
地
域
資
源

を
活
用
し
た
地
域
活
性
化
で
連
携」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
to

pp
an

.c
o.

jp
/n

ew
s/

20
20

/0
7/

ne
w

sr
el

ea
se

20
07

01
_1

.h
t

m
l 

ヤ
マ
ト
運
輸
株
式
会

社
 

秋
田
県

 
■
仙
台
空
港
を
活
用
し
た
新
た
な
輸
送
ス
キ
ー
ム
を
構
築

 

・
秋
田
県
か
ら
翌
日
午
前
中
に
お
届
け
で
き
る
地
域
が
約

10
倍
（

8.
7％

か
ら

 

84
.7
％
）
に
拡
大
。

 

・
県
内
事
業
者
と
海
外
の
バ
イ
ヤ
ー
と
の
商
談
会
の
実
施
や
、
輸
出
の
手
続
き
・
書

類
作
成
な
ど
の
サ
ポ
ー
ト
を
行
う
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

ヤ
マ
ト
運
輸
株
式
会
社

 

「
県
産
品
の
販
路
拡
大
に
向
け
、

国
内
外
の
大
消
費
地
へ
翌
日
に
お

届
け
。
翌
日
午
前
中
に
お
届
け
で

き
る
地
域
が
約

10
倍
に
。（

秋
田

県
）」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
ku

ro
ne
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m
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o.
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取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

5．
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ

ン
、

 

サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ

ス
 

の
活
用
と
地
域
交
流

 

日
本
航
空
株
式
会
社

 
岩
手
県
、
兵
庫
県
、

 

石
川
県
、
愛
媛
県
、

 

宮
崎
県

 

■
地
域
に
お
け
る
「
新
た
な
働
き
方
」
の
効
果
検
証

 

・「
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
」「

ブ
リ
ー
ジ
ャ
ー
」
な
ど
、
新
し
い
働
き
方
の
効
果
を
検

証
す
る

 

取
り
組
み
を
地
域
で
実
施
。

 

・
人
材
育
成

 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

Av
ia

tio
n 

W
ire
「

JA
L、

地
域

と
共
創
す
る
働
き
方
検
証

 

ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
社
会
貢

献
」

ht
tp

s:
//

w
w

w.
av

ia
tio

nw
ire

.jp
/

ar
ch

iv
es

/2
08

45
3 

株
式
会
社
三
菱

UF
J銀

行
 

長
野
県
軽
井
沢
町

 
■
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
施
設
の
設
置

 

・
保
養
所
を
活
用
し
、
従
業
員
用
の
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
施
設
を
設
置
し
た
。

 

・
働
き
方
改
革
の
推
進
・
人
材
確
保
施

策
 

日
本
経
済
新
聞
「
三
菱

UF
J

銀
、
軽
井
沢
に
「
ワ
ー
ケ
ー

シ
ョ
ン
」
施
設
」
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株
式
会
社
野
村
総
合
研

究
所

 

徳
島
県
三
好
市

 
■
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
で
地
域
と
の
交
流

 

・
三
好
市
を
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
兼
宿
泊
場
所
と
し
て
年
に

3
回
、
約

1
カ
月

間
ず
つ
従
業
員
を
派
遣
。
地
域
の
人
と
の
交
流
の
推
進
や
地
元
の
学
校
へ
の
ロ

ボ
ッ
ト
や

VR
を
テ
ー
マ
と
し
た
出
張
授
業
、
行
政
職
員
向
け
に
業
務
改
善
を

目
的
と
し
た

IT
勉
強
会
、
鳥
害
獣
害
や
水
害
な
ど
に
対
す
る

IT
を
活
用
し
た

対
策
検
討
な
ど
の
地
域
課
題
解
決
に
関
す
る
取
り
組
み
を
実
施
。

 

・
人
材
育
成

 

・
働
き
方
改
革
の
推
進
・
人
材
確
保
施

策
 

た
ち
ば
な
し
「
今
こ
そ
新
し

い
働
き
方
、
つ
く
っ
て
み
ん

で
？
～
野
村
総
合
研
究
所

が
、
田
舎
で
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ

ン
し
て
見
え
て
き
た
こ
と

～
」
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取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

6.
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ

 
株
式
会
社
リ
ク
ル
ー
ト

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

 

高
知
県

 
■
事
業
継
承
・
担
い
手
マ
ッ
チ
ン
グ

 

・
高
知
県
の
産
業
振
興
を
担
う
中
核
人
材
を
獲
得

 

 

・
人
材
育
成

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

株
式
会
社
リ
ク
ル
ー
ト
ホ
ー

ル
デ
ィ
ン
グ
ス

 

「
リ
ク
ル
ー
ト
×
高
知
県

 地

方
創
生
を
テ
ー
マ
と
し
た
業

務
連
携
協
力
の
協
定
を
締
結

 

～
高
知
県
を
舞
台
に
新
規
事

業
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
催

～
」
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取
組
の
目
的

 
企
業
名

 
対
象
地
方
公
共
団
体

 
地
域
課
題
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

 
企
業
の
動
機
・
メ
リ
ッ
ト

 
出
典

 

7．
そ
の
他

 
SO

M
PO

ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ズ
株
式
会
社

 

神
奈
川
県
三
浦
市
、

 

熊
本
県
熊
本
市

 

■
地
域
防
災

 

・
米
国
企
業
と
共
同
開
発
に
着
手
し
た

AI
に
よ
る
災
害
予
測
、
防
災
・
減
災
シ
ス

テ
ム
を
提
供
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
自
社
製
品
の
販
路
拡
大

 

SO
M

PO
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ズ

株
式
会
社

 

「
地
域
の
防
災
対
策
支
援
」
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株
式
会
社

AG
ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
ズ

 

北
海
道
広
尾
郡
大
樹
町

 ■
若
手
芸
術
家
を
酪
農
地
帯
で
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
す
る
協
働
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

・
農
業
と
芸
術
の
コ
ラ
ボ
事
業
。
芸
術
家
を
目
指
す
若
者
を
人
手
の
足
り
な
い
農

業
に
従
事
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
一
定
の
給
与
が
得
ら
れ
、
且
つ
農
地
の
近
く
に

あ
る
廃
校
と
な
っ
た
学
校
の
建
物
を
地
方
公
共
団
体
が
改
築
し
ア
ト
リ
エ
と
し

て
使
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

 

・
制
作
し
た
作
品
は
地
元
の
美
術
館
等
で
展
示
・
販
売
を
行
い
、
継
続
し
た
芸
術

家
と
し
て
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
寄
与
す
る
。

 

・
企
業
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

 

・
そ
の
他

 

株
式
会
社

AG
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ズ

 

「
若
手
芸
術
家
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酪
農
地
帯

で
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ン
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ュ
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ョ
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す

る
協
働
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と
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流
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４．マッチングミーティング関連資料 
地方公共団体紹介シート１ 
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地方公共団体紹介シート２ 
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地方公共団体紹介シート３ 
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地方公共団体紹介シート４ 
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地方公共団体紹介シート５ 
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地方公共団体紹介シート６ 
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地方公共団体紹介シート７ 
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地方公共団体紹介シート８ 
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地方公共団体紹介シート９ 
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地方公共団体紹介シート 10 
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地方公共団体紹介シート 11 
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地方公共団体紹介シート 12 
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地方公共団体紹介シート 13 
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地方公共団体紹介シート 14 
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地方公共団体紹介シート 15 
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地方公共団体紹介シート 16 
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地方公共団体紹介シート 17 
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５．現地調査及びヒアリング（フィールドワーク）の概要 

株式会社ニコン日総プライム×新潟県南魚沼市 

（令和２年 11月 5日（木）～６日（金）） 

 
市全体の事業の概況及び雪にフォーカスしたブランディングに関する説明 

○市の概要及び生涯活躍のまちづくりの取組に関する説明 

〇松井基金、ふるさと納税の取組に関する説明 

〇一般社団法人南魚沼市まちづくり推進機構から移住促進、職業紹介の取組な

どを説明 

〇雪室など雪活用事業に関する説明 

○株式会社ニコン日総プライムから会社概要の説明、訪問者の紹介 
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【１日目】 
・ＪＲ浦佐駅周辺 
（生涯活躍のまちづくりに関する取組の経緯と現況など） 
・グローバルＩＴパーク 
（取組の内容と入居企業の現況及び課題など） 
・「9．Ｂ．t」（開業前のコワーキングスペース） 
（事業の展望の聞き取りや施設の使用法・設備等についての意見交換など） 
・愛・南魚沼みらい塾 
（活動内容等の説明や人材等の現況等について意見交換など） 
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【２日目】 
・六日町観光協会 
（ジョセササイズ（除雪ボランティア）の活動の中心者（移住者）からこれま
での活動について説明、意見交換など） 

・大原運動公園 
（施設見学や活用現況等の説明など） 
・ヤマト運輸コールセンター 
（企業立地の経緯や現状等の説明など） 
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視察を終えて市と意見交換 
〇「マッチングミーティングや、WEB での説明だけでなく、現地を直接拝見し
たり、地域の現場や、携わる方々にお会いでき、お話をお伺いできたことは意
味が大きい。やはり、現場に足を運ばないと何もわからなかったと思う。都市
部の企業に限らず、企業と企業を直接接触（地域での）や、連携、やりとりさ
せることが、信頼関係等の構築までには、相当の時間を要するし、通常の場合、
その過程でお互いの意識が離れていくことが多い。そういったことを踏まえ
ると、今回のケースのように、間に、地方公共団体や地域の事情等に精通する
法人（組織）が介在する意味は、非常に大きい。」（ニコン日総プライム） 

〇「今後も、市と連携して、これからのいろいろアドバイスや、関わりを持って
もらいたい。相談や意見交換の機会を設けて欲しい。」（一般社団法人南魚沼市
まちづくり推進機構） 

〇「民間企業人材には、市のまちづくりに「何かを付け加える」ような、役割を
期待している。例えば、マーケティングや、人事、人材育成など、行政が必ず
しも得意でない分野について、民間企業の方の知見を学びたい。」（南魚沼市） 
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株式会社ニコン日総プライム×鳥取県南部町 
（令和２年 11月 12日（木）～13日（金）） 
 
町全体の事業の概況説明 
○町の概要及び生涯活躍のまちづくりの取組に関する説明 
〇各地域振興協議会の取組に関する説明 
〇NPO なんぶ里山デザイン機構から移住促進、空き家活用の取組などを説明 
○株式会社ニコン日総プライムから会社概要の説明、訪問者の紹介 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



94 
 

【１日目】 
・えん処「米や」 
（お試し住宅や交流事業等に関する取組、今後の課題など） 
・南さいはく地域振興協議会 
（カントリーパーク、森の学校、森林公園キャンプ場、バンガロー等指定管理
施設に関する説明及びその活用方法に関する課題、エゴマ栽培及び販売事業
の説明及びその収益化に関する課題、協議会活動の後継者や参画者の拡大対
策に関する取組の説明とその展望、協議会組織の一般社団法人化に関する説
明とその展望など） 
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【２日目】 
・あいみ富有の里地域振興協議会 
（ジェラート販売を行う移住者等から活動内容等の聞き取り、振興協議会の活
動とその課題など） 

・手間山地域振興協議会・サテライト拠点「てま里」 
（運営者である一般社団法人手間山の里理事・地域おこし協力隊から、活動の経
過や現況の説明及び情報発信や事業の実施手法等に関する課題など） 
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視察を終えて町と意見交換 
〇「民間企業は、地域との直接的な接点は、通常ないので、そういった意味で、
どこの地域（地方公共団体）にアプローチすればいいのか、だれと、どうやっ
てするのかなど、こちら側の選択する（考える）ためのコストや、安心感を勘
案すると、中間支援的な組織の存在や、同行は非常にありがたい。今後、どう
いったことから関わらせていただくのがよいのか、何ができるのか、などにつ
いて、持ち帰って考えていきたい」（ニコン日総プライム） 

〇「空き家を活用したイベントや、空き家の改修、移住者を呼べるような魅力あ
る空き家の再生、各種プロジェクトなどについて、一緒に関わってもらったり、
アドバイスをもらいたい。」（なんぶ里山デザイン機構） 

〇特産品（エゴマ等）の開発や、今後行おうとする事業（例えば、協議会の活動
拠点の整備等）について、ぜひとも、具体的なアドバイスや、サポートをもら
いたい。（南さいはく地域振興協議会） 

〇「南部町では、地域振興協議会のしくみ等の中で、町民が、まちづくりに関わ
る仕組みを、作り上げていたところであるが、地域の人材だけでは、解決でき
ない課題があったり、外の企業の人材のノウハウやアイデア、アドバイスなど
をもらえる機会や場は、重要だと感じている。」（南部町） 
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YKK株式会社×静岡県南伊豆町 
（令和２年 12月３日（木）～４日（金）） 
 
町全体の事業の概況説明 
○町の概要及び生涯活躍のまち基本計画、取組の経過、今後の方向性等の説明 
○「南伊豆るプロジェクト」等の説明 
○ワーケーション等の取組についての説明 
○東京都杉並区との連携の取組についての説明 
○ＹＫＫ株式会社から会社概要やキャリア支援室の取組の説明、訪問者の紹介 
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【１日目】 
・NPO 法人伊豆未来塾 
（地域活性化・移住定住に関する取組など） 
・吉祥休耕田再生会 
（荒廃農地再生に関する取組、杉並区との連携など） 
・伊浜区 
（海岸漂着ごみの清掃活動に関する取組など） 
・長田建設㈱ 
（ワーケーション等の誘致や施設整備の取組、今後の展望など） 
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【２日目】 
・旧生涯活躍のまち整備計画（予定）地域 
（整備計画内容、杉並区との取組など） 
・石廊崎オーシャンパーク・あいあい岬 
（ワーケーション推進に関係する取組、今後の課題など） 
・NPO 法人風楽 
（福祉・介護に関する取組、今後の課題など） 
 

  
 
視察を終えて町と意見交換 
○「南伊豆町の人たちが、何を望んでいるか、などについて、言語化することな
どは、少しお手伝いできるかもしれない。また、是非、訪問したいし、ゆるや
かにでも、継続的かつ、積極的に関わっていきたいと思う」（YKK） 

○「いきなり、企業の人材を受け入れるというパターンは難しいので、ゆるやか
につながって連携していくようなやり方が望ましいと考えている」（南伊豆町） 

○「直ちに具体的な成果は出ないかも知れないが、中長期的な視点、寛容な心
をもって、関わりを継続していただきたい。また、人の交流の拡大のために
はワーケーション等の可能性の検討も引き続きお願いしたい」（内閣官房）  
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YKK株式会社×岩手県雫石町 
（令和２年 12月 22日（火）～23日（水）） 
 
町全体の事業の概況・重点取組の説明 
○町の概要及び第 2 期雫石町総合戦略に基づく重点事業等（「ふるさとしずくい
し」再生プロジェクト、「生涯健幸」プロジェクト、「稼ぐチカラ」強化プロジ
ェクト、シティプロモーション）の説明 

○ワーケーション等の取組についての説明 
○キャッシュレス決済導入事業の取組についての説明 
〇旧小学校利活用の取組についての説明 
○ＹＫＫ株式会社から会社概要やキャリア支援室の取組の説明、訪問者の紹介 
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【１日目】 
・小岩井農場 
 （ワーケーション事業の検討の方向性、泊食分離の取組など） 
・雫石プリンスホテル 
 （ワーケーションの実態、取組の考え方、環境整備等の現状など） 
・ＤＭＣ（株）いわてラボ 
 （ワーケーション事業・宿泊業界の取組、ＤＭＣの活動内容など） 
 

 
【２日目】 
・鶯宿温泉事業者等〔ホテル森の風鶯宿・ホテル紫苑・いわてラボ〕 
 （宿泊業界等を取り巻く現状、今後の課題・方向性など） 
・旧長山小学校 
 （利活用方策、テレワーク環境整備、近隣宿泊施設等との連携など） 
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視察を終えて町と意見交換 
○「町の担当者を窓口に“町の課題の深掘り”“雫石高校等教育分野での貢献”“キ
ャリア支援室内での連携”“自社内で情報発信”などについて、意見交換を行い
ながら、継続して関わっていきたい」（ＹＫＫ） 

○「地域住民や地元企業等と、外部人材をつなぐコーディネーター役（しくみ）
は欲しい」「今後も様々な形で連携をお願いしたい」（雫石町） 

○「ワーケーションありきではなく、町にとって何が課題で、何が必要なのかを
出発点に今後、考えを進めていったほうがいいのではないか」「町側の対応と
しては、町の課題解決が企業にとってのメリットにどうつながるのか等につ
いて検討していくことが必要だと思う」（内閣官房） 
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豊田通商株式会社他４社×山梨県都留市 
（令和３年１月 28日（木）Zoomミーティングにて実施） 
 
町全体の事業の概況・重点取組の説明（※資料を事前配布） 
〇都留市の現状と課題（概要及び、人口動態・都留文科大学を中心とした大学
立地、人の動き、市民の要望等）に関する説明。 

〇大学連携の必要性及び手法（都留市のＳＷＯＴ分析、ビジョン、キャリア形
成に係るコンテンツ等）に関する説明。 

〇都留文科大学の概要に関する説明。 
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企業それぞれの視点から「課題解決」についてのディスカッション及び発表 
テーマ：「大学生／大学が関われるまちづくり」 
 
【チーム１】 
・イベント等で民間企業の方と学生が早い段階で接触することにより、学生の
社会人になるための準備が早まる可能性がある。 

・学生と社会人が協働する商品開発等ができるのはないかという意見があっ
た。 

・市内企業や産業の具体的な課題に、学生と都市部企業と、関係する市内企業
も参画して、取り組んでいくプロジェクトを通して、課題解決と学生の成長
と都市部企業の越境体験を実現できるのではないか。 

 
【チーム２】 
・地域社会学科が地域の課題解決に関する授業を行っており、社会人にとって
もよい経験となりそうな内容なので、連携の可能性があるのではないか。 

・講師派遣等により、学生が就職等について考える機会を提供できるのではな
いか。 

・３つの大学をひとつに統合して、より「大学のまち」としての効果を高める
というアイデアがあった。 

 
【チーム３】 
・大学在籍中の 4 年間で、都留に愛着を持てる活動に関われないか。 
・OB・OG にも声をかけて、社会人の生の声を聞いて、お金や成果のような
ものに向き合う機会をつくることで、より都留市に愛着を持ち、都留市の発
展につながるのではないか。 
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グループディスカッション内容の発表に対する地方公共団体側コメント 
 
〇「様々な課題や悩みを企業に提供する手上げ式がよいのか、具体的な課題に
対し事業者をマッチングする方法がいいのか、手法についてはそれぞれだと
感じた。キャリアやシニアに関する仕事をしている方に向けては、サ高住の
住人の状況や経験を活かすような取組をしていただけるとよいと思った。」
（都留市） 

〇「大学生の人間形成の質を上げることが都留文科大学のブランドを上げるこ
とにつながる。それが都留市の地域活性化になる。また、都留市の伝統産業
が衰退してきているので、新しい光を当てる取組が大切だと思う。企業の
方々には、ワーケーションの取組でも、都留市に貢献いただきたい。今後と
も、都留文科大学の学生という資源を活用して、みなさまと連携していきた
い。」（都留市） 

〇「今後も企業のみなさんとお話する機会があると思うので、大学とも連携し
ながら進めていきたい。」（都留市） 

〇「市役所だけでは思いつかないようなアイデアをいただけたこと自体があり
がたかった。今後、ゆるやかに時間をかけて、越境的なプロジェクトを一緒
に形成していきたい。異なる主体をつなぐプラットフォームの役割に期待し
ている。」（都留市） 

〇「このような機会に出た話を、学生のひとりひとりに届けるようなしくみの
提案もいただきたいと思った。ご意見を伺う中で都留市のことを学生に理解
してもらうことが重要だと感じた。地方公共団体や企業という垣根を超え
た、おもしろいと思えるプロジェクトを推進していきたい。」（都留文科大
学） 
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グループディスカッションを終えての各社のコメント 
 
〇「時間が足りない中だったが、引き続き都留市との関わりを持ちたいと思っ
た。オンラインでのディスカッションを通した課題解決の取組はライフワー
ク（第 2 の副業）になりえると感じた。ブラッシュアップしていく余地があ
ると思う。」（豊田通商） 

〇「学生とシニア人材の協働に可能性を感じた。自分自身も大学の客員教授を
しているので、架け橋になるような動きができそうと考えてる。また、都留
市にワーケーションで伺いたい。」（事務機器） 

〇「短い時間なので突っ込んだ話はできなかったが、リアルで話してより深い
話をできるとよいと思った。具体的なまちへの関わり方のイメージはまだつ
いていないが、どちらかというと若手の成長の場として、地域課題に取り組
む可能性があると感じた。」（百貨店） 

〇「具体的な参画・連携の方法はイメージがついてないが、可能性はあると感
じた。今後ともぜひ情報交換を続けていきたい。また、越境学習のような、
学生と企業の人材が地域課題解決に取り組むプログラムもよいと思うし、中
長期的に地域に関わる方法も選択肢にあるとうれしい。」（繊維） 

〇「シニア活用の観点では、自社の人材による出張講座等を通して、地域貢献
ができるのではないかと感じた。また、パブリックな仕事をしたい社員が多
いので、引き続き連携し、可能性を探っていきたい。」（新聞社） 
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新たな全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」の取組における 

地域課題解決に向けた企業ノウハウとのマッチング支援に 
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